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(57)【要約】
概して、蛇行性経路を画定する、離間関係で配置される
複数のパターン表面要素を外面上に有する、眼内インプ
ラントは、流体流れまたは流体中に懸濁させられる粒子
流れを制御し、もしくは細胞の成長または移動を阻止す
るように適合される。具体的には、眼内レンズと眼の後
嚢の表面との間に埋め込まれる眼内インプラントは、眼
の後嚢混濁化を低減させるように構造的障壁を提供する
ことによって、白内障手術後に残存水晶体上皮細胞の成
長また移動を阻止する。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　眼の局所領域に埋め込むために構成される外面を有する、眼内インプラントと、
　前記眼内インプラントの前記外面に連結される複数の表面要素であって、前記複数の表
面要素を横断する、前記眼内インプラントの前記外面上の蛇行性経路を画定する、離間関
係で配置される複数の表面要素と、を備える、眼内インプラント。
【請求項２】
　前記眼内インプラントの前記外面に連結される前記複数の表面要素は、中心点の周囲に
配置される、増大する直径の複数の同心バンドを備え、前記複数の同心バンドは、半径方
向に離間され、前記複数の表面要素を横断する前記眼内インプラント上の前記蛇行性経路
を画定する、複数の間隙によって、円周方向に周期的に中断される、請求項１に記載の眼
内インプラント。
【請求項３】
　前記眼内インプラントの前記外面に連結される前記複数の表面要素は、中心点から半径
方向に延在する、複数のバンドを備え、前記複数のバンドは、円周方向に離間され、前記
複数の表面要素を横断する前記眼内インプラント上の前記蛇行性経路を画定する、複数の
間隙によって、半径方向に周期的に中断される、請求項１に記載の眼内インプラント。
【請求項４】
　前記眼内インプラントの前記外面に連結される前記複数の表面要素は、前記中心点に接
近して増加または減少する密度を有する、請求項２または３のいずれか１項に記載の眼内
インプラント。
【請求項５】
　表面要素の複数のグループをさらに備え、前記表面要素の複数のグループのそれぞれは
、前記眼内インプラントの前記外面を覆って繰り返されるパターンを有し、前記表面要素
の複数のグループは、前記表面要素の複数のグループを横断する前記蛇行性経路を画定す
る、請求項１に記載の眼内インプラント。
【請求項６】
　前記眼内デバイスの前記外面に連結される前記表面要素の複数のグループのそれぞれは
、回転角を有し、前記回転角は、前記表面要素の複数のグループの隣接するペアの間で異
なる、請求項５に記載の眼内インプラント。
【請求項７】
　それぞれが、前記蛇行性経路を画定する前記表面要素の複数のグループを含む、複数の
パターン化表面積を画定する、前記眼内インプラントの前記外面を覆って延在する相互接
続された周辺によって境界される、複数の区分をさらに備える、請求項５に記載の眼内イ
ンプラント。
【請求項８】
　前記相互接続された周辺によって境界される、前記複数のパターン化表面積のそれぞれ
の内側の前記表面要素の複数のグループは、回転角を有し、前記回転角は、前記複数のパ
ターン化表面積の隣接するペアの中で異なる、請求項７に記載の眼内インプラント。
【請求項９】
　前記相互接続された周辺は、それぞれが前記複数のパターン化表面積のうちの１つを境
界する、複数の多角形を画定する、請求項８に記載の眼内インプラント。
【請求項１０】
　前記複数の多角形は、前記複数のパターン化表面積を境界する、複数の正方形を含む、
請求項９に記載の眼内インプラント。
【請求項１１】
　円形または楕円形の外側境界を有する、前記眼内インプラントの前記外面を覆って延在
する相互接続された周辺によって境界される、複数の扇形をさらに備え、前記複数の扇形
はそれぞれ、弧によって前記円形または楕円形の境界で接合される、前記眼内インプラン
トの中心点から延在する２つの半径によって画定され、前記複数の扇形は、前記蛇行性経
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路を画定する前記表面要素の複数のグループをそれぞれ含む、複数のパターン化表面積を
画定する、請求項５に記載の眼内インプラント。
【請求項１２】
　複数の区分または扇形のそれぞれの中の前記表面要素の複数のグループは、回転角を有
し、前記表面要素の複数のグループの前記回転角は、前記複数のパターン化表面積の隣接
するペアの中で異なる、請求項７または１１のいずれか１項に記載の眼内インプラント。
【請求項１３】
　前記表面要素の複数のグループのそれぞれにおいて、パターン内の少なくとも１つの表
面要素の軸Ｂ’－Ｂ’に対して実質的に直行する表面要素のグループの質量中心を通過す
る、軸Ａ’－Ａ’によって特徴付けられる、パターンが含まれる、請求項１２に記載の眼
内インプラント。
【請求項１４】
　前記表面要素の複数のグループのそれぞれにおいて、パターン内の少なくとも２つの表
面要素の軸Ｂ’－Ｂ’に対して実質的に直交する表面要素のグループの質量中心を通過す
る、軸Ａ’－Ａ’によって特徴付けられる、パターンが含まれる、請求項１３に記載の眼
内インプラント。
【請求項１５】
　前記表面要素の複数のグループのそれぞれにおいて、パターン内の少なくとも３つの表
面要素の軸Ｂ’－Ｂ’に対して実質的に直交する表面要素のグループの質量中心を通過す
る、軸Ａ’－Ａ’によって特徴付けられる、パターンが含まれる、請求項１４に記載の眼
内インプラント。
【請求項１６】
　前記表面要素の複数のグループのそれぞれは、約１μｍ～約１０μｍの幅と、１μｍ～
約１０μｍの側壁高さとをそれぞれ有する、複数の表面要素を含み、前記複数の表面要素
は、約１μｍ～約５μｍの実質的に直線状の平行離間関係で配置される、請求項１５に記
載の眼内インプラント。
【請求項１７】
　前記軸Ａ’－Ａ’は、前記２つの半径のうちの１つに対して実質的に直交して、または
前記２つの半径のうちの１つと実質的に平行に配置される、請求項１２に記載の眼内イン
プラント。
【請求項１８】
　前記軸Ａ’－Ａ’は、区分の隣接するペアの間で実質的に直交して配置される、請求項
１２に記載の眼内インプラント。
【請求項１９】
　少なくとも１つの区分の中の前記複数のグループの前記軸Ａ’－Ａ’は、流体流れ、前
記流体流れ中に懸濁させられる粒子流れ、または前記局所領域中の細胞の移動と実質的に
平行に、前記眼の前記局所領域中に配置するために適合される、請求項１８に記載の眼内
インプラント。
【請求項２０】
　少なくとも１つの区分の中の前記複数のグループの前記軸Ａ’－Ａ’は、流体流れ、前
記流体流れ中に懸濁させられる粒子流れ、または前記局所領域中の細胞の移動と実質的に
直交した、前記眼の前記局所領域中に配置するために適合される、請求項１８に記載の眼
内インプラント。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本国際特許協力条約特許出願は、２０１４年８月７日に出願された米国仮特許出願番号
第６２／０３４，４０１号に基づく利益を主張しており、本明細書中に参考として本明細
書によって援用される。
【０００２】
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　（Ｉ．技術分野）
　概して、蛇行性経路を画定する、離間関係で配置される複数のパターン表面要素を外面
上に有する、眼内インプラントは、流体流れまたは流体中に懸濁させられる粒子流れを制
御し、もしくは細胞の接着、成長または移動を阻止するように適合される。具体的には、
眼内レンズと眼の後嚢の表面との間に埋め込まれる眼内インプラントは、眼の後嚢混濁化
を低減させるように構造的障壁を提供することによって、白内障手術後に残存水晶体上皮
細胞の成長また移動を阻止する。
【背景技術】
【０００３】
　（背景）
　視覚障害型白内障は、世界中で予防可能な失明の主要な原因である。現在、白内障の唯
一の公知の処置は、罹患した眼の混濁した水晶体の外科的除去、ならびに典型的には眼内
レンズオプテックおよびハプティクス（「ＩＯＬ」）を含む人工眼内レンズとの置換であ
る。ＩＯＬ埋込を伴う白内障手術の技術的進歩は、白内障手術を最も効果的な外科的手技
の１つにしてきた。
【０００４】
　ここで、有水晶体眼（１）の上面図および断面図を示す、図１ならびに２を主に参照す
る。白内障手術の最も一般的な技法は、角膜（３）の外縁付近の切開（２）、および水晶
体嚢（ｌｅｎｓ　ｃａｐｓｕｌｅ）（７）（「ｃａｐｓｕｌａｒ　ｂａｇ」とも称される
）から混濁した天然水晶体（６）がそれを通して除去されることができる、前水晶体嚢（
５）（「前嚢」とも称される）内の円形開口部（４）（図３および４に示される）の作成
を伴う、嚢外白内障摘出術（「ＥＣＣＥ」）であり得る。ここで、疑似有水晶体眼（８）
の上面図および断面図を示す、図３ならびに４を主に参照すると、小帯線維（１０）を通
して毛様体（９）に係留される水晶体嚢（７）は、実質的に無傷のままにされることがで
きる。次いで、ＩＯＬ（１１）は、前嚢（５）内の円形開口部（４）を通して水晶体嚢（
７）内に配置されることができる。ＩＯＬ（１１）は、水晶体嚢（７）内でＩＯＬ（１１
）の場所を確立する、水晶体嚢（７）の外周（１２）に及ぼされる毛様小帯の力によって
作用されることができる。無傷の後嚢（１３）は、有水晶体または疑似有水晶体眼（１）
（８）の後部区画内の硝子体液（１４）に対する障壁の役割を果たす。
【０００５】
　ＥＣＣＥおよび白内障手術の他の方法に対する最も頻繁な合併症は、後嚢（１３）の混
濁化であり得る。後嚢（１３）混濁化（「ＰＣＯ」）は、白内障手術の後のＩＯＬ（１１
）と後嚢（１３）の表面との間の残存水晶体上皮細胞（「ＬＥＣ」）（１６）の移動に起
因する。残存ＬＥＣ（１６）は、いったんＩＯＬ（１１）と後嚢（１３）の表面との間に
位置すると、増殖し、通常透明な後嚢（１３）の混濁につながり得る。後嚢（１３）の混
濁は、混濁化が疑似有水晶体眼（８）の視軸（１５）内で起こる場合、視力を減少させ得
る。
【０００６】
　視覚的に有意なＰＣＯは、疑似有水晶体眼（８）の視軸（１５）から障害物を取り除く
ために付加的手術を必要とする。現在、ＰＣＯの視軸（１５）から障害物を取り除くため
の最も広く利用されている手技は、ネオジム：イットリウム・アルミニウム・ガーネット
（「Ｎｄ：ＹＡＧ」）レーザ嚢切開術であってもよい。しかしながら、ＩＯＬ（１１）損
傷、術後眼圧急上昇、飛蚊症、類嚢胞黄斑浮腫、網膜剥離、およびＩＯＬ（１１）亜脱臼
、または同等物等の本手技に関する実質的な問題があり得る。加えて、小児科患者は、処
置することが困難であり得、処置の遅延は、不可逆的弱視につながり得る。多くの開発途
上国は、Ｎｄ：ＹＡＧレーザにアクセスできず、費用は、非常に高額であり得る。
【０００７】
　ＰＣＯの予防または阻止は、２つの広いカテゴリ、すなわち、機械的および薬理学的に
分類される。ＰＣＯを阻止する機械的機構は、主にＩＯＬ（１１）の構成に焦点を合わせ
ている。鋭い後縁を含むようにＩＯＬ（１１）を構成することは、ＩＯＬ（１１）と後嚢
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（１３）の表面との間の残存ＬＥＣ（１６）の移動に対する構造的障壁を提供し得る。Ｃ
ｌｅａｒｙら，Ｅｆｆｅｃｔ　ｏｆ　Ｓｑｕａｒｅ－ｅｄｇｅｄ　Ｉｎｔｒａｏｃｕｌａ
ｒ　Ｌｅｎｓｅｓ　ｏｎ　Ｎｅｏｄｙｍｉｕｍ：　ＹＡＧ　Ｌａｓｅｒ　Ｃａｐｓｕｌｏ
ｔｏｍｙ　Ｒａｔｅｓ　ｉｎ　ｔｈｅ　Ｕｎｉｔｅｄ　Ｓｔａｔｅｓ，Ｊ．Ｃａｔａｒａ
ｃｔ＆Ｒｅｆｒａｃｔｉｖｅ　Ｓｕｒｇｅｒｙ，Ｖｏｌ．３３，ｐ．１８９９－１９０６
（Ｎｏｖｅｍｂｅｒ　２００７）．しかしながら、直角縁付きＩＯＬ（１１）の導入が、
ＰＣＯの発生率を低減させたと考えられるが、１９９３年から２００３年のＭｅｄｉｃａ
ｒｅ請求データの再検討は、直角縁付きＩＯＬ（１１）の受容者においてＰＣＯを処置す
るように米国で行われたレーザ嚢切開術の数が実質的にそのままであることを証明してい
る。
【０００８】
　薬理学的機構が、ＰＣＯを阻止または予防する方法として提案されている。超音波水晶
体乳化吸引術後のジクロフェナクおよびインドメタシン等の非ステロイド性抗炎症薬（「
ＮＳＡＩＤ」）を用いた局所処置の効果は、ＰＣＯを阻止するとは見えない。Ｉｎａｎら
，Ｅｆｆｅｃｔ　ｏｆ　Ｄｉｃｌｏｆｅｎａｃ　ｏｎ　Ｐｒｅｖｅｎｔｉｏｎ　ｏｆ　Ｐ
ｏｓｔｅｒｉｏｒ　Ｃａｐｓｕｌｅ　Ｏｐａｃｉｆｉｃａｔｉｏｎ　ｉｎ　Ｈｕｍａｎ　
Ｅｙｅｓ，Ｃａｎ　Ｊ　Ｏｐｈｔｈａｌｍｏｌ，４１；６２４－６２９（２００６）。加
えて、ＬＥＣ（１６）の移動および増殖の阻止のために生体外で試験される薬剤の大部分
は、それらの中毒性副作用により臨床的に使用されていない、代謝拮抗薬および抗有糸分
裂薬である。Ｉｎａｎ　ＵＵ，Ｏｚｔｕｒｋ　Ｆ，Ｋａｙｎａｋ　Ｓら，Ｐｒｅｖｅｎｔ
ｉｏｎ　ｏｆ　Ｐｏｓｔｅｒｉｏｒ　Ｃａｐｓｕｌｅ　Ｏｐａｃｉｆｉｃａｔｉｏｎ　ｂ
ｙ　Ｉｎｔｒａｏｐｅｒａｔｉｖｅ　Ｓｉｎｇｌｅ－ｄｏｓｅ　Ｐｈａｒｍａｃｏｌｏｇ
ｉｃ　Ａｇｅｎｔｓ，Ｊ　Ｃａｔａｒａｃｔ　Ｒｅｆｒａｃｔ　Ｓｕｒｇ，２７：１０７
９－８７（２００１）、Ｉｎａｎ　ＵＵ，Ｏｚｔｕｒｋ　Ｆ，Ｋａｙｎａｋ　Ｓ．Ｉｌｋ
ｅｒ　ＳＳ，Ｏｚｅｒ　Ｅ，Ｇｕｌｅｒ，Ｐｒｅｖｅｎｔｉｏｎ　ｏｆ　Ｐｏｓｔｅｒｉ
ｏｒ　Ｃａｐｓｕｌｅ　Ｏｐａｃｉｆｉｃａｔｉｏｎ　ｂｙ　Ｒｅｔｉｎｏｉｃ　Ａｃｉ
ｄ　ａｎｄ　Ｍｉｔｏｍｙｃｉｎ，Ｇｒａｅｆｅｓ　Ａｒｃｈ　Ｃｌｉｎ　Ｅｘｐ　Ｏｐ
ｈｔｈａｌｍｏｌ　２３９：６９３－７（２００１）、Ｃｏｒｔｉｎａ　Ｐ，　Ｇｏｍｅ
ｚ－Ｌｅｃｈｏｎ　ＭＪ，Ｎａｖｅａ　Ａ，Ｍｅｎｅｚｏ　ＪＬ，Ｔｅｒｅｎｃｉｏ　Ｍ
Ｃ，Ｄｉａｚ－Ｌｌｏｐｉｓ，Ｍ，Ｄｉｃｌｏｆｅｎａｃ　Ｓｏｄｉｕｍ　ａｎｄ　Ｃｙ
ｃｌｏｓｐｏｒｉｎｅ　Ａ　Ｉｎｈｉｂｉｔ　Ｈｕｍａｎ　Ｌｅｎｓ　Ｅｐｉｔｈｅｌｉ
ａｌ　Ｃｅｌｌ　Ｐｒｏｌｉｆｅｒａｔｉｏｎ　ｉｎ　Ｃｕｌｔｕｒｅ，Ｇｒａｅｆｅｓ
　Ａｒｃｈ　Ｃｌｉｎ　Ｅｘｐ　Ｏｐｈｔｈａｌｍｏｌ　２３５：１８０－５（１９９７
）、Ｉｓｍａｉｌ　ＭＭ，　Ａｌｉｏ　ＪＬ，Ｒｕｉｚ　Ｍｏｒｅｎｏ　ＪＭ，Ｐｒｅｖ
ｅｎｔｉｏｎ　ｏｆ　Ｓｅｃｏｎｄａｒｙ　Ｃａｔａｒａｃｔ　ｂｙ　Ａｎｔｉｍｉｔｏ
ｔｉｃ　Ｄｒｕｇｓ：Ｅｘｐｅｒｉｍｅｎｔａｌ　Ｓｔｕｄｙ，Ｏｐｈｔｈａｌｍｉｃ　
Ｒｅｓ，２８：６４－９（１９９６）、Ｅｍｅｒｙ　Ｊ．，Ｃａｐｓｕｌａｒ　Ｏｐａｃ
ｉｆｉｃａｔｉｏｎ　Ａｆｔｅｒ　Ｃａｔａｒａｃｔ　Ｓｕｒｇｅｒｙ，Ｃｕｒｒ　Ｏｐ
ｉｎ　Ｏｐｈｔｈａｌｍｏｌ，１０：７３－８０　（１９９９）、Ｈａｒｔｍａｎｎ　Ｃ
，Ｗｉｅｄｅｍａｎｎ　Ｐ，Ｇｏｔｈｅ　Ｋ，Ｗｅｌｌｅｒ　Ｍ，Ｈｅｉｍａｎｎ　Ｋ，
　Ｐｒｅｖｅｎｔｉｏｎ　ｏｆ　Ｓｅｃｏｎｄａｒｙ　Ｃａｔａｒａｃｔ　ｂｙ　Ｉｎｔ
ｒａｃａｐｓｕｌａｒ　Ａｄｍｉｎｉｓｔｒａｔｉｏｎ　ｏｆ　ｔｈｅ　Ａｎｔｉｂｉｏ
ｔｉｃ　Ｄａｕｎｏｍｙｃｉｎ，Ｏｐｈｔｈａｌｍｏｌｏｇｉｅ，４：１０２－６（１９
９０）。
【０００９】
　また、薬剤を阻害するＬＥＣ（１６）を伴う水晶体嚢（７）の選択的洗浄を可能にする
ように機能する、密閉嚢洗浄デバイスも利用可能である。Ｍａｌｏｏｆ　ＡＪ，Ｎｅｉｌ
ｓｏｎ　Ｇ，Ｍｉｌｖｅｒｔｏｎ　ＥＪ，Ｐａｎｄｙ　ＳＫ，Ｓｅｌｅｃｔｉｖｅ　ａｎ
ｄ　ｓｐｅｃｉｆｉｃ　ｔａｒｇｅｔｉｎｇ　ｏｆ　ｌｅｎｓ　ｅｐｉｔｈｅｌｉａｌ　
ｃｅｌｌｓ　ｄｕｒｉｎｇ　ｃａｔａｒａｃｔ　ｓｕｒｇｅｒｙ　ｕｓｉｎｇ　ｓｅａｌ
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ｅｄ－ｃａｐｓｕｌｅ　ｉｒｒｉｇａｔｉｏｎ，Ｊ　Ｃａｔａｒａｃｔ　Ｒｅｆｒａｃｔ
　Ｓｕｒｇ，２９：１５６６－６８（２００３）。しかしながら、デバイスの使用が日常
的な実践にまで減らされ得ることは、明確ではない。疑似有水晶体眼（８）の前房（１７
）の中への潜在的に毒性の化学物質の漏出、洗浄デバイスの操作中の水晶体嚢（７）の破
裂、水晶体嚢（７）内のＬＥＣ（１６）の死滅を査定することの困難、および日常的な白
内障手術の持続時間の増加をもたらす、水晶体嚢（７）の不完全な密閉に関する問題は、
洗浄デバイスの有用性を限定する。
【００１０】
　日常的な白内障手術および網膜手術、角膜移植手術、緑内障手術、または同等物等の他
の外科的手技に関する別の顕著な問題は、眼内炎を予防する抗生物質の術後投与にあり得
る。局所抗生物質および抗炎症点眼薬は、眼内手術のための薬剤送達の代表を担っている
。しかしながら、局所抗生物質が眼内炎を防止することを示す、前向き無作為化研究がま
だ行われていない。また、人間の角膜が生物および化学的障害に対する天然の障壁の役割
を果たすため、眼内生物学的利用性は、通常、各薬剤の頻繁な投与計画を必要とする。局
所点眼薬は、若年および高齢患者にとって困難であり得、点眼スケジュールは、特に手術
後に各眼（１）（８）が異なる点眼スケジュール上にあるときに、煩雑かつ複雑であり得
る。これらの困難は、眼内炎、緑内障、および類嚢胞黄斑浮腫等の重篤な結果をともなう
服薬不履行をもたらし得る。眼内炎の予防のための前房内抗生物質注射の使用を支持する
、近年の前向き研究は、保護効果の短い持続時間（おそらく２４時間未満）、前房（１７
）内の潜在的に汚染された物質の導入、内皮細胞毒性、中毒性前部症候群、混合中の希釈
および浸透圧誤差、ならびに同等物を含む、本抗生物質予防方法と関連付けられる危険性
に関して、論争を引き起こしてきた。また、局所的眼症状の処置のための薬剤の全身投与
は、標的器官への薬剤の間接送達と関連付けられる非効率により、好ましくない場合があ
る。
【００１１】
　眼（１）（８）への抗生物質および他の薬剤の従来の送達のこれらの不利点を認識され
たことによって、薬剤の持続放出のためのリザーバの役割を果たすために生物学的不活性
物質を利用して、外部眼内挿入物が開発された。これらの外部眼内挿入物は、処置的有効
量で薬剤の一様な持続速度を達成するように、眼（１）（８）の上下結膜円蓋内に配置さ
れ得る。しかしながら、患者は、挿入および除去の困難、ならびに使用中の軽度から中程
度の結膜刺激により、これらのデバイスに我慢できなくなり得、これは、外部眼内挿入物
が臨床実践で広く受け入れられていない理由を説明し得る。
【先行技術文献】
【非特許文献】
【００１２】
【非特許文献１】Ｉｎａｎ　ＵＵ，Ｏｚｔｕｒｋ　Ｆ，Ｋａｙｎａｋ　Ｓら，Ｐｒｅｖｅ
ｎｔｉｏｎ　ｏｆ　Ｐｏｓｔｅｒｉｏｒ　Ｃａｐｓｕｌｅ　Ｏｐａｃｉｆｉｃａｔｉｏｎ
　ｂｙ　Ｉｎｔｒａｏｐｅｒａｔｉｖｅ　Ｓｉｎｇｌｅ－ｄｏｓｅ　Ｐｈａｒｍａｃｏｌ
ｏｇｉｃ　Ａｇｅｎｔｓ，Ｊ　Ｃａｔａｒａｃｔ　Ｒｅｆｒａｃｔ　Ｓｕｒｇ，２７：１
０７９－８７（２００１）
【非特許文献２】Ｉｎａｎ　ＵＵ，Ｏｚｔｕｒｋ　Ｆ，Ｋａｙｎａｋ　Ｓ．Ｉｌｋｅｒ　
ＳＳ，Ｏｚｅｒ　Ｅ，Ｇｕｌｅｒ，Ｐｒｅｖｅｎｔｉｏｎ　ｏｆ　Ｐｏｓｔｅｒｉｏｒ　
Ｃａｐｓｕｌｅ　Ｏｐａｃｉｆｉｃａｔｉｏｎ　ｂｙ　Ｒｅｔｉｎｏｉｃ　Ａｃｉｄ　ａ
ｎｄ　Ｍｉｔｏｍｙｃｉｎ，Ｇｒａｅｆｅｓ　Ａｒｃｈ　Ｃｌｉｎ　Ｅｘｐ　Ｏｐｈｔｈ
ａｌｍｏｌ　２３９：６９３－７（２００１）
【非特許文献３】Ｍａｌｏｏｆ　ＡＪ，Ｎｅｉｌｓｏｎ　Ｇ，Ｍｉｌｖｅｒｔｏｎ　ＥＪ
，Ｐａｎｄｙ　ＳＫ，Ｓｅｌｅｃｔｉｖｅ　ａｎｄ　ｓｐｅｃｉｆｉｃ　ｔａｒｇｅｔｉ
ｎｇ　ｏｆ　ｌｅｎｓ　ｅｐｉｔｈｅｌｉａｌ　ｃｅｌｌｓ　ｄｕｒｉｎｇ　ｃａｔａｒ
ａｃｔ　ｓｕｒｇｅｒｙ　ｕｓｉｎｇ　ｓｅａｌｅｄ－ｃａｐｓｕｌｅ　ｉｒｒｉｇａｔ
ｉｏｎ，Ｊ　Ｃａｔａｒａｃｔ　Ｒｅｆｒａｃｔ　Ｓｕｒｇ，２９：１５６６－６８（２
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００３）
【発明の概要】
【課題を解決するための手段】
【００１３】
　（発明の開示）
　したがって、本発明の広い目的は、流体流れ、流体流れ中に懸濁させられる粒子流れを
制御し、または細胞の成長もしくは移動を阻止するように適合される、複数の表面要素を
横断する蛇行性経路を画定する、離間関係で配置される複数のパターン表面要素（「表面
要素」とも称される）を含む外面を有する、眼の局所領域中に埋め込むために構成される
生体適合性眼内インプラントを提供することであり得る。
【００１４】
　本発明の別の広い目的は、ＰＣＯの処置のための白内障手術後に残存ＬＥＣの移動を阻
止する機械的障壁を提供する、ＩＯＬと眼の後嚢の表面との間で眼内に埋め込まれる、複
数のパターン化表面要素を有する生体適合性眼内インプラントを提供することであり得る
。
【００１５】
　本発明の別の広い目的は、虹彩と水晶体との間の毛様溝内または虹彩に重なる前房内で
眼症状の進行を中断する機械的もしくは薬学的障壁を提供するように、眼の後嚢に眼内に
埋め込まれることができる実施形態とともに、生体適合性眼内インプラントおよび眼の内
側の生体適合性眼内インプラントの埋込による眼症状の処置方法を提供することであり得
る。
【００１６】
　本発明の別の広い目的は、眼の後嚢混濁化を低減させるように構造的障壁を提供するこ
とによって、白内障手術後に残存水晶体上皮細胞の成長また移動を阻止する機械的障壁を
提供するように、眼の後嚢の表面と埋め込まれたＩＯＬとの間に配置可能な生体適合性眼
内インプラントを提供することであり得る。
【００１７】
　本発明の別の広い目的は、眼症状の処置のための生分解性機械的障壁を提供するように
、眼の後嚢の表面と埋め込まれたＩＯＬとの間に配置可能な生体適合性生分解性眼内イン
プラントを提供することであり得る。
【００１８】
　本発明の別の広い目的は、眼症状を処置するように処置的有効量の活性剤を継続的また
は実質的に継続的に放出する、生体適合性生分解性材料を含む、眼の後嚢の表面と埋め込
まれたＩＯＬとの間に配置可能な生体適合性生分解性眼内インプラントを提供することで
あり得る。
【００１９】
　本発明の別の広い目的は、機械的または薬学的障壁によって、後嚢の表面上の残存水晶
体上皮細胞の移動を阻止する、白内障手術中に、眼の後嚢の表面と埋め込まれたＩＯＬと
の間に配置可能な生体適合性生分解性眼内インプラントを提供することであり得る。
【００２０】
　本発明の別の広い目的は、機械的または薬学的障壁によって、ＰＣＯの予防として後嚢
の表面への残存水晶体上皮細胞の増殖を阻止する、白内障手術中に、眼の後嚢の表面と埋
め込まれたＩＯＬとの間に配置可能な生体適合性生分解性眼内インプラントを提供するこ
とであり得る。
【００２１】
　本発明の別の広い目的は、１つまたはそれを上回る活性剤の投与のために毛様溝内の天
然水晶体もしくは埋め込まれたＩＯＬの前方に配置可能な生体適合性または生体適合性生
分解性眼内インプラントを提供することであり得る。
【００２２】
　本発明の別の広い目的は、虹彩に重なって前房内に配置可能な生体適合性または生体適
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合性生分解性眼内インプラントを提供することであり得る。
【００２３】
　当然ながら、本発明のさらなる目的が、本明細書、図面、写真、および請求項の他の領
域の全体を通して開示される。
【図面の簡単な説明】
【００２４】
　（ＩＶ．図面の簡単な説明）
【図１】図１は、天然水晶体が無傷である、有水晶体眼の上面図である。
【図２】図２は、天然水晶体が無傷である、有水晶体眼の断面図２－２である。
【図３】図３は、天然水晶体がＩＯＬに置換された、疑似有水晶体眼の上面図である。
【図４】図４は、天然水晶体がＩＯＬに置換された、疑似有水晶体眼の断面図４－４であ
る。
【図５】図５は、略円形構成の本発明の眼内インプラントの特定の実施形態の斜視図であ
る。
【図６】図６は、略円形構成の本発明の眼内インプラントの特定の実施形態の正面図であ
る。
【図７】図７は、環状部材で半径方向に終端する、略円形構成の本発明の眼内インプラン
トの特定の実施形態の側面図である。
【図８】図８は、図５に示される本発明の眼内インプラントの特定の実施形態の断面図８
－８である。
【図９】図９は、パターン化表面要素をさらに提供する、本発明の眼内インプラントの特
定の実施形態の正面図または背面図である。
【図１０】図１０は、パターン化表面要素を提供する、図９に示される本発明の眼内イン
プラントの特定の実施形態の拡大部分背面図である。
【図１１】図１１は、外側境界を起源とする半径方向スリット要素をさらに提供する、本
発明の眼内インプラントの特定の実施形態の正面図である。
【図１２】図１２は、開口要素を起源とする半径方向スリット要素をさらに提供する、本
発明の眼内インプラントの特定の実施形態の正面図である。
【図１３】図１３は、穿孔要素をさらに提供する、本発明の眼内インプラントの特定の実
施形態の正面図である。
【図１４】図１４は、２つまたはそれを上回る可撓性膜ゾーンをさらに提供する、本発明
の眼内インプラントの特定の実施形態の正面図である。
【図１５】図１５は、１つまたはそれを上回る境界陥凹要素をさらに提供する、本発明の
眼内インプラントの特定の実施形態の正面図である。
【図１６】図１６は、開口要素が起源である半径方向スリット要素と、外側境界を周期的
に中断する境界陥凹要素との両方を含む、本発明の眼内インプラントの特定の実施形態の
正面図である。
【図１７】図１７は、前から後に積み重ねられた複数の層を含む、本発明の眼内インプラ
ントの特定の実施形態の斜視図である。
【図１８】図１８は、半径方向毛細管要素を含む、本発明の眼内インプラントの実施形態
の斜視図である。
【図１９】図１９は、波形要素を含む、本発明の眼内インプラントの実施形態の斜視図で
ある。
【図２０】図２０は、埋込に先立って滅菌カードの形態で包装基板に添着された眼内イン
プラントの実施形態の正面図である。
【図２１】図２１は、埋込に先立って滅菌カードの形態で包装基板に添着された眼内イン
プラントの実施形態の側面図である。
【図２２】図２２は、環状部材で半径方向に終端する、略円形構成の本発明の眼内インプ
ラントの特定の実施形態の正面図である。
【図２３】図２３は、環状部材で半径方向に終端する、略円形構成の本発明の眼内インプ
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ラントの特定の実施形態の背面図である。
【図２４】図２４は、環状部材で半径方向に終端する、略円形構成の本発明の眼内インプ
ラントの特定の実施形態の側面図である。
【図２５】図２５は、環状部材で半径方向に終端する、略円形構成の本発明の眼内インプ
ラントの特定の実施形態の図２２に示される断面図２５－２５である。
【図２６】図２６は、眼内インプラントの前面と係合させられたＩＯＬの触覚部（ハプテ
ィクス）と係合させられた環状部材の内側環状表面を有する、環状部材で半径方向に終端
する、略円形構成の本発明の眼内インプラントの特定の実施形態の正面斜視図である。
【図２７】図２７は、眼内インプラントの前面と係合させられたＩＯＬの触覚部と係合さ
せられた環状部材の内側環状表面を有する、環状部材で半径方向に終端する、略円形構成
の本発明の眼内インプラントの特定の実施形態の正面図である。
【図２８】図２８は、眼内インプラントの前面と係合させられたＩＯＬの触覚部と係合さ
せられた環状部材の内側環状表面を有する、環状部材で半径方向に終端する、略円形構成
の本発明の眼内インプラントの特定の実施形態の図２７に示される断面図２８－２８であ
る。
【図２９】図２９は、裏側にパターン化表面要素を含む、図２６－２８に示される本発明
の眼内インプラントの特定の実施形態の背面図である。
【図３０】図３０は、本発明の眼内インプラントの裏側のパターン化表面要素の特定の実
施形態を示す、図２９の一部の拡大図である。
【図３１】図３１は、光学レンズの円周の周囲に接合され、環状部材で終端するように半
径方向外向きに延在する、可撓性膜を含み、光学レンズの円周と環状部材の内側環状表面
との間に延在する複数の半径方向支柱を有する、本発明の眼内インプラントの特定の実施
形態の正面斜視図である。
【図３２】図３２は、図３１に示される本発明の眼内インプラントの特定の実施形態の断
面図３２－３２である。
【図３３】図３３は、光学レンズの円周の周囲に接合され、環状部材で終端するように半
径方向外向きに延在する、可撓性膜を含み、眼内インプラントの裏面内に配置された環状
チャネルを有する、本発明の眼内インプラントの特定の実施形態の背面斜視図である。
【図３４】図３４は、図３３に示される本発明の眼内インプラントの特定の実施形態の断
面図３４－３４である。
【図３５】図３５は、触覚部の上および光学レンズの円周の周囲に配置されたパターン化
表面要素を有する、光学レンズに連結された触覚部を有する本発明の眼内インプラントの
実施形態の平面図である。
【図３６】図３６は、図３３に示される本発明の眼内インプラントの実施形態の断面図３
４－３４である。
【図３７】図３７は、図３３に示される本発明の眼内インプラントの実施形態の側面図で
ある。
【図３８】図３８は、図３３に示される本発明の眼内インプラントの円周方向部分の拡大
図である。
【図３９】図３９は、本発明の眼内インプラントの実施形態の外面に連結された複数の隆
起表面要素の形態における複数のパターン化表面要素の特定の実施形態の拡大図である。
【図４０】図４０は、図３９に示される複数のパターン化表面要素の断面図４０－４０で
ある。
【図４１】図４１は、本発明の眼内インプラントの実施形態の外面に連結され得る複数の
陥凹状要素の形態における複数のパターン化表面要素の特定の実施形態の拡大図である。
【図４２】図４２は、図４１に示される複数のパターン化表面要素の断面図４２－４２で
ある。
【図４３】図４３は、裏面上の複数の隆起表面要素および本発明の眼内インプラントの実
施形態の外面に連結され得る前面上の複数の陥凹状要素の形態における複数のパターン化
表面要素の特定の実施形態の拡大図である。
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【図４４】図４４は、図４３に示される複数のパターン化表面要素の断面図４４－４４で
ある。
【図４５】図４５は、本発明の眼内インプラントの実施形態の外面に連結された複数の隆
起要素の形態における複数のパターン化表面要素の特定の実施形態の拡大図である。
【図４６】図４６は、図４５に示される複数のパターン化表面要素の断面図４６－４６で
ある。
【図４７】図４７は、本発明の眼内インプラントの実施形態の外面に連結された複数の隆
起要素の形態における複数のパターン化表面要素の特定の実施形態の拡大図である。
【図４８】図４８は、図４７に示される複数のパターン化表面要素の断面図４８－４８で
ある。
【図４９】図４９は、本発明の眼内インプラントの実施形態の外面に連結された複数の隆
起要素の形態における複数のパターン化表面要素の特定の実施形態の拡大図である。
【図５０】図５０は、図４９に示される複数のパターン化表面要素の断面図５０－５０で
ある。
【図５１】図５１は、本発明の眼内インプラントの実施形態の外面に連結された複数の隆
起要素の形態における複数のパターン化表面要素の特定の実施形態の拡大図である。
【図５２】図５２は、図５１に示される複数のパターン化表面要素の断面図５２－５２で
ある。
【図５３】図５３は、複数の表面要素の高さがパターンの中央に接近して増加するパター
ンを有する、表面要素のグループの図３９に示される断面図５３－５３である。
【図５４】図５４は、複数の表面要素の高さがパターンの端部に接近して減少するパター
ンを有する、表面要素のグループの図３９に示される断面図５４－５４である。
【図５５】図５５は、パターンを有する表面要素の各グループと、眼内インプラント上の
表面要素の隣接するグループの回転角と異なる、眼内インプラントの外面上の回転角を有
する表面要素の各グループとを伴う、表面要素の複数のグループの拡大平面図である。
【図５６】図５６は、隣接区分内のパターンが相互に対して異なる回転角を有する、パタ
ーンを有する表面要素の複数のグループをそれぞれ含む、複数のパターン化表面積を境界
する複数の多角形を画定する、相互接続された周辺によって境界される、複数の区分の拡
大平面図である。
【図５７】図５７は、異なる回転角を有するパターン化表面要素の隣接区分を伴う規則的
幾何学形状を有する、複数のパターン化表面要素の説明図である。
【図５８】図５８は、異なる回転角を有するパターン化表面要素の隣接区分を伴う不規則
的幾何学形状を有する、複数のパターン化表面要素の説明図である。
【図５９】図５９は、異なる回転角を有するパターン化表面要素の隣接区分を伴う規則的
および不規則的幾何学形状の組み合わせを有する、複数のパターン化表面要素の説明図で
ある。
【図６０】図６０は、複数の区分の軸がどのようにして、流体流れ、流体流れ中の粒子の
懸濁流、または細胞の付着、成長、もしくは移動に対して回転させられ得るかを描写する
、相互接続された周辺によって境界される複数の区分の拡大平面図である。
【図６１】図６１は、結合された隣接するパターン化表面要素を有する、複数のパターン
化表面要素の拡大平面図である。
【図６２】図６２は、中心点の周囲で半径方向に離間され、複数のパターン化表面要素を
横断する該眼内インプラント上の蛇行性経路を画定する複数の間隙によって、円周方向に
周期的に中断される、増大する直径の複数の隆起同心バンドの形態における複数のパター
ン化表面要素を含む、本発明の眼内インプラントの実施形態の拡大図である。
【図６３】図６３は、図６２に示される本発明の眼内インプラントの実施形態の断面図６
３－６３である。
【図６４】図６４は、中心点の周囲で半径方向に離間され、中心点に接近して密度が増加
する複数のパターン化表面要素を横断する眼内インプラント上の蛇行性経路を画定する複
数の間隙によって、円周方向に周期的に中断される、増大する直径の複数の隆起同心バン
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ドの形態における複数のパターン化表面要素を含む、本発明の眼内インプラントの実施形
態の拡大図である。
【図６５】図６５は、図６４に示される本発明の眼内インプラントの実施形態の断面図６
５－６５である。
【図６６】図６６は、中心点に接近して増加する密度を伴う眼内インプラントの外面を覆
って繰り返されるパターン化表面要素の複数のグループを有する、本発明の眼内インプラ
ントの実施形態の拡大図である。
【図６７】図６７は、図６６に示される本発明の眼内インプラントの実施形態の断面図６
７－６７である。
【図６８】図６８は、隣接区分内のパターンが相互に対して異なる回転角を有する、パタ
ーンを有する表面要素の複数のグループをそれぞれ含む、複数のパターン化表面積を画定
する、相互接続された周辺によって境界される、複数の扇形を有する本発明の眼内インプ
ラントの実施形態の説明図である。
【図６９】図６９は、中心点から半径方向に流体流れを指向するように複数の扇形のそれ
ぞれに回転角を有する、パターン化表面要素の複数のグループを有する、本発明の眼内イ
ンプラントの特定の実施形態の説明図である。
【図７０】図７０は、中心点から円周方向に流体流れを指向するように複数の扇形のそれ
ぞれに回転角を有する、パターン化表面要素の複数のグループを有する、本発明の眼内イ
ンプラントの特定の実施形態の説明図である。
【図７１】図７１は、中心点から半径方向に特定の扇形の中の流体流れを指向するように
、および中心点から円周方向に特定の扇形の中の流体流れを指向するように、複数の扇形
のそれぞれに回転角を有する、パターン化表面要素の複数のグループを有する、本発明の
眼内インプラントの特定の実施形態の説明図である。
【図７２】図７２は、天然水晶体が除去された眼に埋め込むために鉗子によって保持され
た眼内インプラントの実施形態を示す。
【図７３】図７３は、眼内インプラントの実施形態が前嚢に作製された開口部を通して後
嚢の表面上に位置付けられることを可能にする、天然水晶体が除去された疑似有水晶体眼
の上面図である。
【図７４】図７４は、眼内インプラントの実施形態が前嚢に作製された開口部を通して後
嚢の表面上に位置付けられることを可能にする、天然水晶体が除去された疑似有水晶体眼
の断面図である。
【図７５】図７５は、後嚢の表面と埋め込まれたＩＯＬとの間に位置付けられた図５－８
の眼内インプラントを有する、疑似有水晶体眼の断面図である。
【図７６】図７６は、後嚢の表面と埋め込まれたＩＯＬとの間に位置付けられた図２２－
２５または図２６－３０の眼内インプラントを有する、疑似有水晶体眼の断面図である。
【図７７】図７７は、後嚢の表面上に位置付けられた図３１および３２または３３および
３４の眼内インプラントを有する、疑似有水晶体眼の断面図である。
【図７８】図７８は、虹彩と眼の天然水晶体との間に位置付けられた図５－８の眼内イン
プラントを有する、有水晶体眼の断面図である。
【図７９Ａ】図７９Ａは、図５－８の実施例に示されるような可撓性膜の平滑表面（「Ｓ
Ｍ」）上の細胞の移動を示す、細胞移動検定の代表的な画像である。
【図７９Ｂ】図７９Ｂは、図３９の実施例に示されるようなパターン化表面要素（＋１Ｓ
Ｋ１０×５）を有する可撓性膜上の細胞の移動を示す、細胞移動検定の代表的な画像であ
る。
【図７９Ｃ】図７９Ｃは、図３９の実施例に示されるようなパターン化表面要素（＋１０
ＳＫ５０×５０）を有する可撓性膜上の細胞の移動を示す、細胞移動検定の代表的な画像
である。
【図８０】図８０は、平滑表面（「ＳＭ」）を有する可撓性膜上の細胞移動を、図３９の
実施例に示されるようなパターン化表面要素（「＋１ＳＫ１０×５」）または（「１０Ｓ
Ｋ５０×５０」）を有する可撓性膜上の細胞移動と比較する、棒グラフである。
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【図８１Ａ】図８１Ａは、図５－８の実施例に示されるような可撓性膜の平滑表面（「Ｓ
Ｍ」）上の細胞の移動を示す、擦過傷検定の代表的な画像である。
【図８１Ｂ】図８１Ｂは、図４１および４２の実施例に示されるようなパターン化表面要
素（「－３ＳＫ２×２」）を有する可撓性膜上の細胞の移動を示す、擦過傷検定の代表的
な画像である。
【図８１Ｃ】図８２Ｃは、図３９および４０の実施例に示されるようなパターン化表面要
素（「＋３ＳＫ２×２」）を有する可撓性膜上の細胞の移動を示す、擦過傷検定の代表的
な画像である。
【図８１Ｄ】図８１Ｄは、図３９および４０の実施例に示されるようなパターン化表面要
素（「＋７ＳＫ１０×５」）を有する可撓性膜上の細胞の移動を示す、擦過傷検定の代表
的な画像である。
【図８２】図８２は、平滑表面（「ＳＭ」）を有する可撓性膜上の細胞移動を、図３９お
よび４０または図４１および４２の実施例に示されるようなパターン化表面要素（「－３
ＳＫ２×２」）、（「＋３ＳＫ２×２」）、または（「＋７ＳＫ１０×５」）を有する可
撓性膜上の細胞移動と比較する、棒グラフである。
【図８３】図８３Ａは、図３および４の例証的実施例に示されるようなコラーゲン膜とＩ
ＯＬとの間のＬＥＣの移動を示す、細胞移動検定の代表的な画像である。図８３Ｂは、コ
ラーゲン膜と、図２６および２７の実施例に図示されるように前側と係合させられたＩＯ
Ｌを有する、図２２－２５の本発明の眼内インプラントの平滑裏側との間のＬＥＣの移動
を示す、細胞移動検定の代表的な画像である。図８３Ｃは、コラーゲン膜と、パターン化
表面要素および図２６－３０の実施例に図示されるように前側と係合させられたＩＯＬを
有する、本発明の眼内インプラントの裏側との間のＬＥＣの移動を示す、細胞移動検定の
代表的な画像である。
【図８４】図８４は、ＩＯＬ、平滑表面を有する本発明の眼内インプラント、およびパタ
ーン化表面要素を有する本発明の眼内インプラントのそれぞれを、ＬＥＣ移動によって網
羅される正規化領域と比較する、棒グラフである。
【図８５】図８５Ａは、ＬＥＣの移動を示すように眼が染色された、水晶体嚢に挿入され
たＩＯＬを有するウサギの眼の画像である。図８５Ｂは、ＬＥＣの移動を示すように眼が
染色された、パターン化表面要素を伴わない眼内インプラントの裏面を眼の後嚢と係合さ
せるように、ＩＯＬが水晶体嚢に挿入された眼内インプラントの前面と係合させられた、
図２３－２５の本発明の眼内インプラントを有するウサギの眼の画像である。図８５Ｃは
、ＬＥＣの移動を示すように眼が染色された、パターン化表面要素を有する眼内インプラ
ントの裏面を眼の後嚢と係合させるように、ＩＯＬが水晶体嚢に挿入された眼内インプラ
ントの前面と係合させられた、図２６－３０の本発明の眼内インプラントを有するウサギ
の眼の画像である。
【図８６】図８６は、ＩＯＬのみ、およびパターン化表面要素を伴う、または伴わない本
発明の眼内インプラントのそれぞれのＬＥＣ移動を、ＰＣＯスコアと比較する、棒グラフ
である。
【図８７】図８７は、ＩＯＬのみ、およびパターン化表面要素を伴う眼内インプラントの
裏面を、眼の後嚢および眼の前嚢に係合された環状部材と係合させる（「上向きに環状部
材を伴うＩＯＬ」）、またはパターン化表面要素を有する眼内インプラントの裏面を、眼
の前嚢および眼の後嚢に係合された環状部材と係合させる（「下向きに環状部材を伴うＩ
ＯＬ」）かのいずれかのために、ＩＯＬが水晶体嚢に挿入された眼内インプラントの前面
と係合させられた、図２６－３０の本発明の眼内インプラントのそれぞれについて、ＬＥ
Ｃ移動を比較する、棒グラフである。
【発明を実施するための形態】
【００２５】
　（発明を実施するためのモード）
　概して、蛇行性経路を画定する、離間関係で配置される複数のパターン表面要素を外面
上に有する、眼内インプラントは、流体流れ、流体中に懸濁させられる粒子流れを制御し
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、または細胞の成長もしくは移動を阻止する。具体的には、ＩＯＬと眼の後嚢の表面との
間に埋め込まれる眼内インプラントは、眼のＰＣＯを低減させるように構造的障壁を提供
することによって、白内障手術後に残存水晶体上皮細胞の成長または移動を阻止する。具
体的には、ＩＯＬと眼の後嚢の表面との間に埋め込まれる眼内インプラントは、眼のＰＣ
Ｏを低減させるように構造的障壁を提供することによって、白内障手術後に残存水晶体上
皮細胞の移動を阻止する。
【００２６】
　（定義）
「１つの」（「ａ」または「ａｎ」）エンティティは、１つまたはそれを上回るそのエン
ティティを指し、例えば、「１つのポリマー」は、これらの組成物のうちの１つまたはそ
れを上回るもの、もしくは少なくとも１つの組成物を指す。したがって、「１つの」（「
ａ」または「ａｎ」）、「１つまたはそれを上回る」、および「少なくとも１つの」とい
う用語は、本明細書で同義的に使用されることができる。さらに、「から成る群から選択
される」という用語は、要素のうちの２つまたはそれを上回るものの組み合わせを含む、
以降に続くリスト内の要素のうちの１つまたはそれを上回るものを指す。
【００２７】
　本発明の目的による「およそ（約）」は、「およそ」１つの特定の値から「およそ」別
の特定の値として表され得る、値および値の範囲を意味する。そのような値または値の範
囲との関連で、「およそ」は、記載もしくは請求される値または値の範囲のプラスもしく
はマイナス１０％を意味する。そのような値の範囲が表されるとき、実施形態は、およそ
１つの特定の値からおよそ別の特定の値までを含む。また、そのような値の範囲が表され
るとき、別の実施形態は、およそ１つの特定の値から他方の特定の値までを含み、各特定
の値は別の実施形態を形成することが理解されるであろう。
【００２８】
　本発明の目的による「活性剤」は、眼症状を処置するために使用される任意の物質を意
味する。
【００２９】
　本発明の目的による「生体適合性」は、受容体にいかなる望ましくない局所または全身
性効果も引き起こすことなく、本発明の実施形態の意図された機能を果たす任意の材料の
能力を意味し、ポリウレタン、ポリイソブチレン、ポリジメチルシロキサンエラストマー
、エチレンアルファオレフィン共重合体、アクリルポリマーおよび共重合体、ハロゲン化
ビニルポリマーおよび共重合体、ポリビニルエステル、ポリ塩化ビニリデン、ポリアクリ
ロニトリル、ポリビニルケトン、ポリスチレン等のポリビニル芳香族化合物、エチレン・
メタクリル酸メチル共重合体等のビニル単量体およびオレフィンの共重合体、アクリロニ
トリル・スチレン共重合体、アクリロニトリルブタジエンスチレン樹脂、エチレン・酢酸
ビニル共重合体、ナイロン６６およびポリカプロラクトン等のポリアミド、アルキド樹脂
、ポリカーボネート、ポリオキシエチレン、ポリイミド、ポリエステル、エポキシ樹脂、
レーヨン・トリアセテート、セロファン、シリコンゴム、シリコンヒドロゲル等の非生分
解性材料、または本明細書で定義されるような生分解性材料、もしくはそれらの組み合わ
せを含むことができる。
【００３０】
　本発明の目的による「生分解性」は、ポリラクチドポリマー（ＰＬＡ）、乳酸およびグ
リコール酸の共重合体（ＰＬＧＡ）、ポリ乳酸・ポリエチレンオキシド共重合体、ポリ（
ε－カプロラクトン－コ－Ｌ－乳酸）（ＰＣＬ－ＬＡ）、グリシン／ＰＬＡ共重合体、ポ
リエチレンオキシド（ＰＥＯ）を伴うＰＬＡ共重合体、アセチル化ポリビニルアルコール
（ＰＶＡ）／ポリカプロラクトン共重合体、ヒドロキシ酪酸塩・ヒドロキシ吉草酸塩共重
合体、限定されないが、アスパラギン酸および異なる脂肪族ジオール等のポリエステル、
ポリ（酒石酸アルキレン）およびポリウレタンとのそれらの共重合体、種々のエステル含
有量を伴い、かつ化学的もしくは酵素的に分解可能な結合を伴うポリグルタミン酸塩、他
の生分解性非ペプチド性ポリアミド、アミノ酸ポリマー、限定されないが、ポリ（セバシ
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ン酸）（ＰＳＡ）、脂肪族・芳香族ホモポリマー、およびポリ（無水物－コ－イミド）等
のポリ無水物薬物担体、マトリクスまたはペンダント送達システムによるポリ（ホスホエ
ステル）、ポリ（ホスファゼン）、ポリ（イミノカーボネート）、架橋ポリ（オルトエス
テル）、ヒドロキシル化ポリエステル・ウレタン、もしくは同等物を含むが、それらに限
定されない、ポリマーまたはポリマーの混合物（ポリマー材料とも称される）の選択によ
って制御可能な処置レベルで構造的もしくは薬学的障壁（または両方）を提供することと
一致する速度で、１つまたはそれを上回る物理、化学、もしくは細胞プロセスによって、
眼の生理学的環境内で分解する任意の生体適合性材料の能力を意味する。ポリマー膨張を
通して薬剤を放出するように作用する、メチルセルロース等のヒドロゲルは、本用語から
特異的に除外される。
【００３１】
　本発明の目的による「眼内」は、眼球（「眼」とも称される）の内側、ならびに前述に
限定することなく、眼の前房、毛様溝、および後嚢を意味するが、眼の外面または眼の角
膜内もしくは強膜内領域を特異的に除外する。
【００３２】
　本発明の目的による「局所領域」は、眼内インプラントの実施形態の埋込によって（構
造的または薬学的にかかわらず）処置的に影響を受ける眼の局所組織領域の実質的に内側
を意味する。
【００３３】
　本発明の目的による「眼症状」は、眼またはＰＣＯ等の眼の部分もしくは領域のうちの
いずれか１つに影響を及ぼす、または伴う、疾患、病気、もしくは症状を意味する。眼は
、眼球と、眼球、眼周囲の筋肉（斜筋および直筋等）、ならびに眼球内にある、またはそ
れに隣接する視神経の部分を構成する組織ならびに流体とを含む。
【００３４】
　本発明の目的による「後眼症状」は、（水晶体嚢の後壁を通る面の後方の位置における
）脈絡膜または強膜、硝子体、硝子体腔、網膜、視神経（すなわち、視神経頭）、ならび
に後眼領域または部位に血管もしくは神経を分布させる血管および神経等の後眼領域また
は部位に影響を及ぼす、または伴う、疾患、病気、もしくは症状を意味する。
【００３５】
本発明の目的による「実質的に」は、完全ではないが大部分が同一の形態、様式、または
程度を意味し、特定の要素は、当業者が同一の機能または結果を有すると見なすであろう
ような構成の範囲を有するであろう。特定の要素が先行詞「実質的に」の使用によって近
似として表されるとき、特定の要素は別の実施形態を形成することが理解されるであろう
。
【００３６】
　本発明の目的による「埋込に好適な」は、過剰な組織損傷を引き起こすことなく挿入ま
たは埋め込みを可能にする、眼内インプラント寸法の実施形態に関して意味する。
【００３７】
　本発明の目的による「処置レベル」は、眼症状の兆候を低減させ、阻止し、または予防
するために適切である眼領域に局所的に送達されている、活性剤の量もしくは濃度を意味
する。
【００３８】
　ここで、概して、図５－７２を参照すると、本発明の眼内インプラント（１８）の特定
の実施形態は、眼内インプラント（１８）が、用途に応じて、疑似有水晶体眼（４）の後
嚢（１３）の凹面、または毛様溝（１３９）もしくは前房（５）等の眼（１）（８）の内
側の他の局所領域内に位置することを可能にするように構成される、外側境界（１３）を
有する、生体適合性可撓性膜または生体適合性生分解性可撓性膜（概して、「可撓性膜」
（１９）とも称される）を提供することができる。例証的実施例として、眼内インプラン
ト（１８）は、白内障手術後に残存ＬＥＣの移動から後嚢（１３）の表面を単離するか、
または水晶体嚢（７）に埋め込まれたＩＯＬ（１１）の表面と後嚢（１３）の表面との間
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の残存ＬＥＣの移動を低減させるか、もしくは防止する目的で、後嚢（１３）の中に位置
することができる。
【００３９】
　ここで、概して、図５－３４を参照すると、本発明の眼内インプラント（１８）の実施
形態は、疑似有水晶体眼（８）の後嚢（１３）の凹面、または眼（１）（８）の内側の他
の局所領域に埋め込むために好適な実質的に円形、卵形、もしくは他の外側境界構成を画
定し得る、外側境界（２０）を有する可撓性膜（１９）を提供することができる。特定の
実施形態に関して、可撓性膜（１９）の外側境界（２０）は、受容体および用途に応じて
、約８ミリメートル（「ｍｍ」）～約１５ｍｍの範囲内の直径を有する、円形面積（２１
）を画定することができる。可撓性膜（１９）の直径は、約８．０ｍｍ～約９．０ｍｍ、
約８．５ｍｍ～約９．５ｍｍ、約９．０ｍｍ～約１０．０ｍｍ、約９．５ｍｍ～約１０．
５ｍｍ、約１０．０ｍｍ～約１１．０ｍｍ、約１０．５ｍｍ～約１１．５ｍｍ、約１１．
０ｍｍ～約１２．０ｍｍ、約１１．５ｍｍ～約１２．５ｍｍ、約１２．０ｍｍ～約１３．
０ｍｍ、約１２．５ｍｍ～約１３．５ｍｍ、約１３．０ｍｍ～約１４．０ｍｍ、約１３．
５ｍｍ～約１４．５ｍｍ、約１４ｍｍ～約１５．０ｍｍを含む、またはそれらから成る群
から選択されることができる。特定の実施形態に関して、眼内インプラント（１８）の直
径は、眼内インプラント（１８）の可撓性膜（１９）の円形面積（２１）上または内の任
意の他の取付要素を除外して、眼（１）（８）の局所領域中で眼内インプラント（１８）
の位置を固定するために、外側境界（２０）が眼（１）（８）の局所領域の外周（１２）
に係合することを可能にするように事前選択されることができる。
【００４０】
　可撓性膜（１９）は、前面（２２）と裏面（２３）（ぞれぞれ、「第１の側面」および
「第２の側面」または「対向側面」とも称される）の間で中実または連続的である、生体
適合性もしくは生分解性材料の薄い柔軟シートであり得るが、必ずしもその必要はない。
眼内インプラント（１８）の特定の実施形態に関して、前面（２２）および裏面（２３）
は、約５ミクロン（「μｍ」）～約４００μｍの範囲内の厚さ（２４）をその間に有し、
実質的に平行で対向する関係で配置されることができるが、必ずしもその必要はない。特
定の実施形態に関して、厚さは、約５μｍ～約１００μｍ、約５０μｍ～約１５０μｍ、
約１００μｍ～約２００μｍ、約１５０μｍ～約２５０μｍ、約２００μｍ～約３００μ
ｍ、約２５０μｍ～約３００μｍ、約３００μｍ～約４００μｍ、および約３５０μｍ～
約４００μｍを含む、またはそれらから成る群から選択されることができる。眼内インプ
ラント（１８）の厚さ（２４）に応じて、ＩＯＬ（１１）の光強度は、必要に応じて調節
されることができる。
【００４１】
　特定の実施形態に関して、可撓性膜（１９）は、（図５－８の実施例に示されるように
）実質的に平坦または平坦な前および裏面（２２）（２３）の間に配置される、一様な厚
さ（２４）を有することができるが、必ずしもその必要はない。しかしながら、眼内イン
プラント（１８）の実施形態は、用途に応じて、中心に近接してより薄く、外側境界（２
０）に近接してより厚い、可撓性膜（１９）を提供することができ、または中心に近接し
てより厚く、外側境界（２０）に近接してより薄い、可撓性膜（１９）を提供することが
できる。他の実施形態に関して、可撓性膜（１９）の厚さ（２４）は、視力を増加させる
か、または中心から外側境界（２０）に向かって眼内インプラント（１８）の指向性生分
解を助長するために、眼（１）（８）の視軸（１５）と整合するように、円形面積（２１
）の中心でより薄くあり得る。
【００４２】
　特定の実施形態に関して、可撓性膜（１９）の外側境界（２０）は、（図５－９の実施
例に示されるように）実質的に直角で前面（２２）または裏面（２３）に交差する縁（２
５）を有することができる。
【００４３】
　再度、概して、図５－３４を参照すると、本発明の眼内インプラント（１８）の特定の
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実施形態は、眼内インプラント（１８）を通過する視線を提供するように眼（１）（８）
の視軸（１５）と整合するために十分に大きい通過開口部（２７）を画定する、開口要素
（２６）を含むことができるが、必ずしもその必要はない。本発明の眼内インプラント（
１８）の実施形態は、視軸（１５）と整合可能な通過開口部（２７）の円形、卵形、正方
形、三角形、または他の構成を含む、もしくはそれらから成る群から選択される構成を有
し、眼内インプラント（１８）を通過する視線を提供するために十分な通過開口部（２７
）を有する、開口要素（２６）を含むことができるが、必ずしもその必要はない。ＩＯＬ
（１１）と組み合わせて利用される眼内インプラント（１８）のこれらの実施形態に関し
て、通過開口部（２７）は、ＩＯＬ（１１）によって提供される視野の縮小またはＩＯＬ
（１１）の視野内の視覚の明確性の低減を回避するように、ＩＯＬ（１１）に関して定寸
されることができる。通過開口部（２７）が、ＩＯＬ（１１）によって提供される視野の
全体または一部に重なることを回避するために十分な寸法を有する、眼内インプラント（
１８）のこれらの実施形態に関して、眼内インプラント（１８）は、ＩＯＬ（１１）によ
って提供される視野内の視覚の十分な明確性を提供するように構成されることができる。
【００４４】
　実質的に円形構成の開口要素（２６）を有する、眼内インプラント（１８）の特定の実
施形態に関して、開口要素（２６）は、用途および受容体に応じて、約１．５ｍｍ～約９
．０ｍｍの範囲内の直径を有することができる。特定の実施形態に関して、開口要素（２
６）は、約１．５ｍｍ～約２．５ｍｍ、約２．０ｍｍ～約３．０、約２．５ｍｍ～約３．
５ｍｍ、約３．０ｍｍ～約４．０ｍｍ、約３．５ｍｍ～約４．５ｍｍ、約４．０ｍｍ～約
５．０ｍｍ、約４．５ｍｍ～約５．５ｍｍ、約５．０ｍｍ～約６．０ｍｍ、約５．５ｍｍ
～約６．５ｍｍ、約６．０ｍｍ～約７．０ｍｍ、約６．５ｍｍ～約７．５ｍｍ、約７．０
ｍｍ～約８．０ｍｍ、約７．５ｍｍ～約８．５ｍｍ、および約８．０ｍｍ～約９．０ｍｍ
を含む、またはそれらから成る群から選択される、直径を有することができる。
【００４５】
　ここで、主に図９および１０を参照すると、特定の実施形態は、全体的または部分的に
かかわらず、前面（２２）等の眼内インプラント（１８）の外面（６７）、もしくは眼内
インプラント（１８）の裏面（２３）に連結された複数のパターン化表面要素（２８）を
含むことができるが、必ずしもその必要はない。特定の実施形態に関して、パターン化表
面要素（２８）は、眼内インプラント（１８）の移動を低減させ、または眼（１）（８）
の視軸（１５）との眼内インプラント（１８）の中心の整合を維持するために、後嚢（１
３）の表面に係合するように適合されることができる。複数のパターン化表面要素（２８
）は、後嚢（１３）内に眼内インプラント（１８）を固定するか、またはその移動を低減
させるために十分である不規則的もしくは一様なパターン、テクスチャ、または粗度を提
供することができるが、必ずしもその必要はない。眼内インプラント（１８）のある実施
形態に関して、複数のパターン化表面要素（２８）は、ある量の活性剤（３０）を送達ま
たは隔離する局所空間を提供するように機能する、ポケット（２９）を提供することがで
きるが、必ずしもその必要はない。眼内インプラント（１８）および複数のパターン表面
要素（２８）は、１つの部品であり得、または複数のパターン化表面要素（２８）は、パ
ターン化表面要素層（３１）として眼内インプラント（１８）に適用されることができる
。
【００４６】
　ここで、主に図１１－１２および１６－１８を参照すると、可撓性膜（１９）の特定の
実施形態は、可撓性膜（１９）の厚さ（２４）を通して切断される１つまたはそれを上回
る半径方向スリット要素（３２）を含むことができるが、必ずしもその必要はない。特定
の実施形態に関して、半径方向スリット要素（３２）は、（図１１の実施例に示されるよ
うに）可撓性膜（１９）の中心に半径方向に向かった距離で切断される、外側境界（２０
）を起源とする。１つまたはそれを上回る半径方向スリット要素（３２）は、可撓性膜（
１９）が、眼の局所領域または眼（１）（８）の後嚢（１３）の凹面もしくは眼（１）（
８）の内側の他の局所領域の広範な範囲に順応することを可能にするために、十分なスリ
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ット長（３４）およびスリット幅（３３）を有することができる。半径方向スリット要素
（１４）は、可撓性膜（１９）の中心に近接するよりも可撓性膜（１９）の外側境界（２
０）において大きいスリット幅（３３）を有することができる。可撓性膜（１９）は、後
嚢（１３）の凹面によって受容されるとき、可撓性膜（１９）の外側境界（２０）におけ
るスリット幅（３３）を縮小するように変形することができる。加えて、半径方向スリッ
ト要素（３２）は、可撓性膜（１９）が眼（１）（８）の後嚢（１３）等の眼（１）（８
）の局所領域内で生分解する速度を制御するように、より小さいまたは大きいスリット幅
（３３）もしくはスリット長（３４）であり得る、１つまたはそれを上回る中断を外側境
界（２０）内に提供することができる。
【００４７】
　ここで、具体的に図１２および１６－１８を参照すると、開口要素（２６）は、それぞ
れ、開口要素（２６）を起源とし、可撓性膜（１９）の外側境界（２０）からある距離で
終端する、１つまたはそれを上回る半径方向スリット要素（３２）を含むことができるが
、必ずしもその必要はない。１つまたはそれを上回る半径方向スリット要素（３２）は、
可撓性膜（１９）が、後嚢（１３）の凹面等の眼（１）（８）の局所領域の広範な範囲に
順応することを可能にするために、十分なスリット長（３４）およびスリット幅（３３）
を有することができ、生分解性である眼内インプラント（１８）の実施形態に関して、外
側境界（２０）に向かって開口要素（２６）に近接する眼内インプラント（１８）の指向
性生分解を助長するように機能することができる。再度、半径方向スリット要素（３２）
は、可撓性膜（１９）が眼（１）（８）の後嚢（１３）等の眼（１）（８）の局所領域内
で生分解する速度を制御するように、より小さいまたは大きいスリット幅（３３）もしく
はスリット長（３４）であり得る、開口要素（２６）内の１つまたはそれを上回る中断を
提供することができる。
【００４８】
　ここで、主に図１３を参照すると、可撓性膜（１９）の実施形態は、可撓性膜（１９）
の生分解の速度または活性剤（３０）の制御放出速度を増加させる目的で、可撓性膜（１
９）の前面（２２）と裏面（２３）との間で連通する、対応する１つまたはそれを上回る
穿孔開口部（３６）を提供する、１つまたはそれを上回る穿孔要素（３５）を含むことが
できるが、必ずしもその必要はない。点画として図１２、１３、および１６の実施例に示
される活性剤（３０）は、眼内インプラント（１８）のこれらの特定の実施形態に限定さ
れること、または活性剤（３０）を任意の特定の組成、粒径、もしくは量に限定すること
を意図していない。
【００４９】
　ここで、主に図１４を参照すると、実施形態は、２つまたはそれを上回る可撓性膜ゾー
ン（３７）を含むことができるが、必ずしもその必要はない。ある実施形態に関して、２
つまたはそれを上回る可撓性膜ゾーン（３７）は、第２の環状ゾーン（３９）によって取
り囲まれる第１の環状ゾーン（３８）として確立されることができる。第１の環状ゾーン
（３８）は、第２の環状ゾーン（３９）と異なる生体適合性または生体適合性生分解性材
料であり得る。例えば、第１の環状ゾーン（３８）は、生分解または活性剤（３０）の放
出のより低い速度のために選択される生体適合性生分解性材料を提供し得る第２の環状ゾ
ーン（３９）に対して、生分解または活性剤（３０）の放出のより高い速度のために選択
される生体適合性生分解性材料を提供することができる。これらの実施形態に関して、第
１の環状ゾーン（３８）の顕著な機能が、眼疾患の薬学的障壁または処置を提供すること
であり得る一方で、第２の環状ゾーン（３９）の顕著な機能は、眼疾患の機械的障壁また
は処置を提供することであり得る。ＰＣＯの阻止のための発明の眼内インプラント（１８
）の特定の実施形態では、第１の環状ゾーン（３８）は、約５日の周期にわたる約１．０
ミリモル（「ｍＭ」）のアルキルホスホコリンの処置レベルの放出によって、ＰＣＯを阻
止または予防するように、後嚢（１３）の表面上のＬＥＣ（１６）の増殖に対する薬学的
障壁を提供し得る、全体を通して実質的に一様に分散させられるアルキルホスホコリン等
の活性剤（３０）を有する、ポリ（ラクチド－コ－グリコリド）という生体適合性生分解
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性材料で作製されることができる。第１の環状ゾーン（３８）は、約５日～約１０日の周
期において全体的に実質的に生分解することができる。第２の環状ゾーン（３９）は、後
嚢（１３）の表面に向かったＬＥＣ（１６）の移動を阻止する機械的障壁を提供するよう
に、全体を通して実質的に一様に分散させられる同一または異なる活性剤（３０）を有す
る、同一または異なる生体適合性生分解性材料から作製されることができ、処置レベルで
アルキルホスホコリン等の同一または異なる活性剤（３０）の放出によって薬学的障壁を
提供し、もしくはＰＣＯを阻止または予防するように少なくとも２０日の周期にわたって
約１．０ｍＭの局所濃度を提供することもできる。
【００５０】
　ここで、主に図１５－１８を参照すると、可撓性膜（１９）の特定の実施形態は、外側
境界（２０）に沿って位置する１つまたはそれを上回る境界陥凹要素（４０）を含むこと
ができるが、必ずしもその必要はない。可撓性膜（１９）の外側境界（２０）は、上記で
説明されるように、追加屈曲を可能にするように、または眼（１）（８）の後嚢（１３）
等の眼（１）（８）の局所領域中に可撓性膜（１９）を容易に位置付けるように機能し得
るか、もしくは眼（１）（８）内の流体の隔離を低減させるか、または白内障手術におけ
る最終洗浄および吸引ステップ中に抹消皮質材料の隔離を低減させるように機能し得る、
例えば、（図１５の実施例に示されるような）半円形の拡張もしくは（図１６の実施例に
示されるような）半円形の切り込み、三角形の切り込み、刻み目、または同等物として構
成され得る、１つまたはそれを上回る境界陥凹要素（４０）を提供するように、１回もし
くは周期的に中断されることができる。
【００５１】
　ここで、主に図１７を参照すると、可撓性膜（１９）のある実施形態は、２つまたはそ
れを上回る可撓性膜層（４１）を含むことができるが、必ずしもその必要はない。２つま
たはそれを上回る膜層（４１）は、単一の部品として押出されるか、１つのユニットとし
てともに連結されるか、もしくは前から後に積み重ねられるか、第１の可撓性膜層（４２
）および第２の可撓性膜層（４３）または付加的可撓性膜層（４４）の形態を成すことが
できる（単一の部品である、連結される、または積み重ねられるかどうかにかかわらず、
「連結される」という用語は、複数の可撓性膜層（４１）の関連を指すために使用されて
もよい）。第１の可撓性膜層（４２）および第２の可撓性膜層（４３）または付加的可撓
性層（４４）のそれぞれは、同一もしくは異なる生体適合性または生体適合性生分解性材
料から生成されることができる。非限定的実施例として、ＰＣＯの処置のための本発明の
実施形態では、第１の可撓性膜層（４２）は、後嚢（１３）の表面を覆うＬＥＣ（１６）
の移動に対する機械的障壁を提供するが、ＰＣＯを阻止または予防するために約５日の周
期にわたって約１．０ｍＭの局所濃度等の活性剤（３０）の処置レベルを提供する速度で
、アルキルホスホコリン等の活性剤（３０）の実質的に連続的な放出によって、増殖を阻
止するか、もしくはＬＥＣ（１６）を死滅させる薬学的障壁としてもさらに機能するよう
に、後嚢（１３）の表面に対面して配置される裏面（２３）を有し得る、生体適合性また
は生体適合性生分解性材料で作製されることができる。第１の可撓性膜層（４２）の前面
（２２）は、同一または異なる生体適合性生分解性材料から（例えば、溶融共押出によっ
て）生成される第２の可撓性膜層（４３）の裏面（２３）に隣接して連結されることがで
き、第２の可撓性膜層（４３）の前面（２２）は、後嚢（１３）の表面に向かった、また
はそれを覆うＬＥＣ（１６）の移動に対する機械的障壁を提供するように、水晶体嚢（７
）に埋め込まれたＩＯＬ（１１）に対面して配置されることができ、さらに、ＰＣＯを阻
止もしくは予防するように約５日の周期にわたって約０．０４ミリグラム／ミリメートル
（「ｍｇ／ｍＬ」）の局所濃度等の処置レベルで、同一の活性剤（３０）（アルキルホス
ホコリン等）または異なる活性剤（３０）（マイトマイシンＣ等）の実質的に連続的な放
出によって、増殖を阻止するか、もしくはＬＥＣ（１６）を死滅させる薬学的障壁として
機能することができる。したがって、異なる組み合わせで層を構成することによって、種
々の活性剤（３０）の放出の速度は、用途に応じて調節されることができる。
【００５２】
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　ここで、主に図１８を参照すると、眼内インプラント（１８）の特定の実施形態は、例
えば、可撓性膜（１９）と眼（１）（８）の後嚢（１３）との間で、眼（１）（８）の局
所領域内の流体の循環を可能にするか、または促進するように構成される、外側境界（２
０）と可撓性膜（１９）の開口要素（２６）との間で連通する半径方向毛細管（４５）を
含むことができるが、必ずしもその必要はない。
【００５３】
　ここで、主に図１９を参照すると、眼内インプラント（１８）の特定の実施形態はさら
に、眼（１）（８）の流体が循環し得る、波形チャネル（４７）を提供するために、可撓
性膜（１９）が後嚢（１３）等の眼（１）（８）の局所領域の表面に対して位置するとき
に十分な起伏を可撓性膜（１９）内に生成するように、実質的に線形の平行関係で配置さ
れ得るが、必ずしもその必要はない、１つまたはそれを上回る波形要素（４６）を提供す
ることができる。
【００５４】
　再度、一般に図５－３９を参照すると、活性剤（３０）を含む眼内インプラント（１８
）のこれらの実施形態に関して、活性剤（３０）は、可撓性膜（１９）の生分解性ポリマ
ーと混合させられるか、またはその中で分散させられることができるが、必ずしもその必
要はない。眼内インプラント（１８）の可撓性膜（１９）の生分解性ポリマーの組成は、
眼症状の兆候を処置または緩和するために有効な特定の活性剤（３０）もしくは活性剤（
３０）の特定の混合物の処置レベルの連続的または実質的に連続的な放出を提供するよう
に、変動させられることができる。１つまたはそれを上回る活性剤（３０）は、ＡＣＥ阻
害薬、内因性サイトカイン、基底膜に影響を及ぼす作用物質、内皮もしくは上皮細胞の成
長に影響を及ぼす作用物質、アドレナリン作動薬または遮断薬、コリン作動薬または遮断
薬、アルドース還元酵素阻害薬、鎮痛剤、麻酔薬、抗アレルギー薬、抗炎症薬、降圧剤、
昇圧剤、抗菌剤、抗ウイルス剤、抗真菌剤、抗原虫剤、抗感染薬、抗腫瘍薬、ダウノマイ
シン等の代謝拮抗剤、血管新生阻害薬、チロシンキナーゼ阻害薬、ゲンタマイシン、カナ
マイシン、ネオマイシン、およびバンコマイシン等のアミノグリコシド等の抗生物質、ク
ロラムフェニコール等のアンフェニコール、セファゾリンＨＣｌ等のセファロスポリン、
アンピシリン、ペニシリン、カルベニシリン、オキサシリン、メチシリン等のペニシリン
、リンコマイシン等のリンコサミド、ポリミキシンおよびバシトラシン等のポリペプチド
抗生物質、テトラサイクリン、ミノサイクリン、およびドキシサイクリン等のテトラサイ
クリン、シプロフロキサシン、モキシフロキサシン、ガチフロキサシン、およびレポフロ
キサシン等のキノロン、クロラミンＴ等のスルホンアミド、スルファニル酸等のスルホン
、アシクロビル、ガンシクロビル、ビダラビン、アジドチミジン、ジデオキシイノシン、
ジデオキシシトシン等の抗ウイルス薬、エピネフリン、イソフルロフェート、アドリアマ
イシン、ブレオマイシン、マイトマイシン、ａｒａ－Ｃ、アクチノマイシンＤ、スコポラ
ミン、ならびに同等物、コデイン、モルヒネ、ケトロラク、ナプロキセン、麻酔薬、リド
カイン等の鎮痛剤、エフェドリンおよびエピネフリン等のベータアドレナリン遮断薬また
はベータアドレナリン作動薬、エパルレスタット、ポナルレスタット、ソルビニル、トル
レスタット等のアルドース還元酵素阻害薬、クロモリン、ベクロメタゾン、デキサメタゾ
ン、およびフルニソリド等の抗アレルギー薬、コルヒチン、イベルメクチンおよびスラミ
ンナトリウム等の駆虫薬、クロロキンおよびクロルテトラサイクリン等の抗アメーバ薬、
ならびにアンフォテリシン等の抗真菌薬、酢酸アネコルタブ等の抗血管新生化合物、タザ
ロテン等のレチノイド、ブリモニジン（アルファガンおよびアルファガンＰ）、アセタゾ
ラミド、ビマトプロスト（ルミガン）、チモロール、メベフノロール等の抗緑内障薬、ア
ルファ－２アドレナリン受容体作動薬、２－メトキシエストラジオール、ビンブラスチン
、ビンクリスチン、インターフェロン等の抗新生物薬、葉酸類似体、プリン類似体、およ
びピリミジン類似体等のアルファ、ベータ、ならびにガンマ代謝拮抗剤、アザチオプリン
、シクロスポリン、およびミゾリビン等の免疫抑制剤、カルバコール等の縮瞳薬、アトロ
ピン等の散瞳薬、アプロチニン、カモスタット、ガベキセート等のプロテアーゼ阻害薬、
ブラジキニン等の血管拡張剤、上皮成長因子、塩基性線維芽細胞成長因子、神経成長因子
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、２１－アセトキシプレグネノロン、アルクロメタゾン、アルゲストン、アムシノニド、
ベクロメタゾン、ベタメタゾン、ブデソニド、クロロプレドニゾン、クロベタゾール、ク
ロベタゾン、クロコルトロン、クロプレドノール、コルチコステロン、コルチゾン、コル
チバゾール、デフラザコート、デソニド、デスオキシメタゾン、デキサメタゾン、ジフロ
ラゾン、ジフルコルトロン、ジフルプレドナート、エノキソロン、フルアザコート、フル
クロロニド、フルメタゾン、フルニソリド、フルオシノロンアセトニド、フルオシノニド
、フルオコルチンブチル、フルオコルトロン、フルオロメトロン、酢酸フルペロロン、酢
酸フルプレドニデン、フルプレドニゾロン、フルランドレノリド、プロピオン酸フルチカ
ゾン、フルモコータル、ハルシノニド、プロピオン酸ハロベタゾール、ハロメタゾン、酢
酸ハロプレドン、ヒドロコルタメート、ヒドロコルチゾン、エタボン酸ロテプレドノール
、マジプレドン、メドリゾン、メプレドニゾン、メチルプレドニゾロン、フロ酸モメタゾ
ン、パラメタゾン、プレドニカルベート、プレドニゾロン、プレドニゾロン２５－酢酸ジ
エチルアミノ、プレドニゾロンリン酸ナトリウム、プレドニゾロン、プレドニバール、プ
レドニリデン、リメキソロン、チキソコルトール、トリアムシノロン、トリアムシノロン
アセトニド、トリアムシノロンベネトニリド、トリアムシノロンヘキサアセトニド等のス
テロイド性抗炎症薬、ベバシズマブ、ラニビズマブ、ペガプタニブ等の血管内皮成長因子
阻害薬、形質転換成長因子阻害薬、線維芽細胞成長因子阻害薬、ならびにそれらの誘導体
のうちのいずれか、もしくはそれらの組み合わせを含む、またはそれらから成る群から選
択されることができる。
【００５５】
　発明の眼内インプラント（１８）の特定の実施形態に関して、活性剤（３０）は、活性
剤（３０）を溶融生分解性ポリマーに混入させ、次いで、冷却によって結果として生じる
生分解性ポリマーを凝固させ、全体を通して活性剤（３０）を実質的に一様に分散させる
ことによって、可撓性膜（１８）の生体適合性生分解性ポリマーの全体を通して分散させ
られることができる。生分解性ポリマーまたは生分解性ポリマーの混合物は、活性剤（３
０）が反応性になる、もしくは分解する温度を下回る融点を有するように選択されること
ができる。代替として、活性剤（３０）は、生分解性ポリマーおよび活性剤（３０）が溶
媒中で溶解させられる、溶媒キャスティングによって、生分解性ポリマーの全体を通して
分散させられることができる。次いで、溶媒は、生分解性材料のポリマー基質中に活性剤
（３０）を残して、蒸発させられることができる。代替として、生分解性眼内インプラン
ト（１８）は、その中に溶解させられた活性剤（３０）の濃度を有し、生分解性眼内イン
プラント（１８）が膨潤する、溶媒の中に配置されることができる。生分解性眼内インプ
ラント（１８）の膨潤は、ある量の活性剤（３０）を生体適合性または生体適合性生分解
性材料に引き込む。次いで、溶媒は、眼内インプラント（１８）内に活性剤（３０）を残
して、蒸発させられることができる。眼内インプラント（１８）の生分解性ポリマーの全
体を通して活性剤（３０）を分散させる各方法に関して、活性剤（３０）の処置レベルが
、特定の眼症状を処置するように生体適合性生分解性ポリマーにおいて達成されることが
できる。結果として生じる眼内インプラント（１８）の重量パーセント（「重量％」）と
しての生分解性ポリマーは、少なくとも約１０重量％、約１０重量％～約２０重量％、約
１５重量％～約２５重量％、約２０重量％～約３０重量％、約２５重量％～約３５重量％
、約３０重量％～約４０重量％、約３５重量％～約４５重量％、約４０重量％～約５０重
量％、約４５重量％～約５５重量％、約５０重量％～約６０重量％、約５５重量％～約６
５重量％、約６０重量％～約７０重量％、約７５重量％～約８５重量％、約８０重量％～
約９０重量％、またはそれらの組み合わせを含むか、もしくはそれらから成る群から選択
されることができ、重量の平衡は、（図１２および１３の実施例に示されるように）生体
適合性生分解性ポリマー中に分散させられる活性剤（３０）および他の非活性剤（４８）
である。
【００５６】
　他の非活性剤（４８）が、例えば、防腐剤、緩衝剤、または電解質剤として、種々の目
的で生体適合性生分解性ポリマー製剤に含まれることができるが、必ずしもその必要はな
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い。防腐剤は、亜硫酸水素ナトリウム、重硫酸ナトリウム、チオ硫酸ナトリウム、塩化ベ
ンザルコニウム、クロロブタノール、チメロサール、酢酸フェニル水銀、硝酸フェニル水
銀、メチルパラベン、ポリビニルアルコールおよびフェニルエチルアルコール、または同
等物、もしくはそれらの組み合わせを含むか、またはそれらから成る群から選択されるこ
とができる。
【００５７】
　緩衝剤は、炭酸ナトリウム、ホウ酸ナトリウム、リン酸ナトリウム、酢酸ナトリウム、
重炭酸ナトリウム、または同等物、もしくはそれらの組み合わせを含むか、またはそれら
から成る群から選択されることができる。
【００５８】
　電解質剤は、塩化ナトリウム、塩化カリウム、または同等物、もしくはそれらの組み合
わせを含むか、またはそれらから成る群から選択されることができる。
【００５９】
　ＰＣＯ等の眼症状の兆候を処置または緩和するために発明の眼内インプラント（１８）
の生分解性実施形態を生成することの例証的実施例は、活性剤ポリマー材料を形成するよ
うに、上記で説明されるようにある量の活性剤（３０）および生分解性ポリマーを組み合
わせることによって、作製されることができる。活性剤ポリマー材料は、処置レベルにお
いて活性剤放出特性を有する、生体適合性生分解性眼内インプラント（１８）の実施形態
を形成するように、押出または成形されることができる。一実施例として、眼内インプラ
ント（１８）は、ＰＣＯを阻止または予防するために、約５日にわたって約０．５ｍＭ～
１．５ｍＭの処置レベルでアルキルホスホコリンの局所濃度を提供するように、活性剤（
３０）を実質的に連続的に放出し、もしくは約５日の周期にわたって０．０４ｍｇ／ｍＬ
の局所濃度を提供するように、マイトマイシンＣを放出することができる。
【００６０】
　可撓性膜（１９）の実施形態は、種々の方法によって作製されることができ、具体的に
限定されないが、フィルムまたはシートを形成するために使用され得る成形方法の実施例
は、Ｔ字金型成形、インフレーション成形、カレンダー成形、熱プレス成形、スピンキャ
スト成形、射出成形、流延成形（キャスティング）成形、または同等物を含む。
【００６１】
　可撓性膜（１９）の生分解性実施形態は、生分解性を増加させるために、より薄い厚さ
（２４）で成形されることができるが、その厚さ（２４）は、眼内インプラント（１８）
が埋め込まれる眼（１）（８）の局所領域中で活性剤（３０）の処置的有効レベルを達成
するために、活性剤（３０）の強度、融通性、および放出を満たすように自由に調節され
ることができる。上記で説明されるような可撓性膜（１９）の厚さは、約１，２００ＭＰ
ａまたはそれ未満、より好ましくは、６００ＭＰａまたはそれ未満の弾性率を有すること
ができる。引張強度は、約１０メガパスカル（「ＭＰａ」）～１００ＭＰａの範囲内、よ
り好ましくは、１５ＭＰａ～７０ＭＰａの範囲内、さらにより好ましくは、２０ＭＰａ～
５０ＭＰａの範囲内に入ることができる。
【００６２】
　ここで、主に図２０および２１を参照すると、眼内インプラント（１１）の実施形態は
また、以下でさらに説明されるように、それが持ち上げられ得る、滅菌カード等の包装基
板（４９）の表面に取り外し可能に固定されてもよい。
【００６３】
　ここで、主に図２２－３４を参照すると、眼内インプラント（１８）の実施形態は、眼
内インプラント（１８）の前面（２２）の周囲または前面（２２）に接合される、実質的
に同心円状の内側および外側環状表面（５１）（５２）を有する、環状部材（５０）をさ
らに含むことができるが、必ずしもその必要はない。これらの実施形態に関して、外側環
状表面（５２）は、眼内インプラント（１８）の外側境界（２０）を画定する。環状部材
（５０）の実施形態は、典型的には、実質的に円形の外側環状表面（５２）を有するが、
眼（１）（８）の局所領域に埋め込むために好適な楕円形または他の形態の外側環状表面
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（５２）を有することができる。
【００６４】
　内側および外側環状表面（５１）（５２）の実施形態は、約７ｍｍ～約１５ｍｍの外側
環状表面直径（５３）を有する外側環状表面（５２）を伴って、実質的に円形であり得る
が、必ずしもその必要はない。外側環状表面直径（５３）は、約７．０～約８．０ｍｍ、
約７．５ｍｍ～約８．５ｍｍ、約８．０ｍｍ～約９．０ｍｍ、約８．５ｍｍ～約９．５ｍ
ｍ、約９．０ｍｍ～約１０．０ｍｍ、約９．５ｍｍ～約１０．５ｍｍ、約１０．０ｍｍ～
約１１．０ｍｍ、約１０．５ｍｍ～約１１．５ｍｍ、約１１．０ｍｍ～約１２．０ｍｍ、
約１１．５ｍｍ～約１２．５ｍｍ、約１２．０ｍｍ～約１３．０ｍｍ、約１２．５ｍｍ～
約１３．５ｍｍ、約１３．０ｍｍ～約１４．０ｍｍ、約１３．５ｍｍ～約１４．５ｍｍ、
約１４ｍｍ～約１５．０ｍｍを含む、またはそれらから成る群から選択されることができ
る。
【００６５】
　特定の実施形態に関して、環状部材（５０）の外側環状表面直径（５３）は、眼内イン
プラント（１８）の可撓性膜（１９）の円形面積（２１）上または内の任意の他の取付要
素を除外して、眼（１）（８）の局所領域中に眼内インプラント（１８）を位置付けるた
めに、外側境界（２０）が眼（１）（８）の局所領域の外周（１２）に係合することを可
能にするように事前選択されることができる。
【００６６】
　環状部材（５０）は、約５００μｍ～約１５００μｍの内側および外側環状表面（５１
）（５２）の間の環状部材幅（５４）を有することができる。例証的実施例として、図２
２－３０に示される実施形態の環状部材幅（５４）は、約９００μｍ～約１１００μｍで
あり得、特定の実施形態は、約１０００μｍの環状部材幅（５４）を有する。
【００６７】
　ここで、主に図２５、２８、および３４を参照すると、外側環状表面（５２）の外側環
状表面高さ（５５）は、可撓性膜（１９）の厚さ（２４）より大きく、または実質的に大
きくあり得る。外側環状表面高さ（５５）は、用途に応じて、約１０μｍ～約１５００μ
ｍであり得る。例証的実施例として、可撓性膜（１９）の厚さ（２４）が、約５μｍ～約
４００μｍであり得る一方で、外側環状表面高さ（５５）は、約３００μｍ～約１５００
μｍであり得る。
【００６８】
　図２６－３０に示される特定の実施例に関して、可撓性膜（１９）の厚さ（２４）は、
約１００μｍであり得、外側環状表面高さ（５５）は、約１３００μｍであり得、内側環
状表面高さ（５６）は、約１２００μｍであり得る。内側環状表面（５１）の内側環状表
面高さ（５６）は、ＩＯＬ（１１）の光学レンズ（５８）を可撓性膜（１９）の開口要素
（２６）と整合させて、開口部（２７）およびＩＯＬ（１１）の光学レンズ（５８）を通
過する視線を提供するように、可撓性膜（１９）の前面（２２）に重なるか、またはそれ
と係合させられるＩＯＬ（１１）の触覚部（５７）に係合するために十分な内側環状表面
高さ（５６）を有する、内側環状表面（５１）を提供するように、可撓性膜（１９）の厚
さ（２４）より十分大きくあり得るが、必ずしもその必要はない。
【００６９】
　ここで、主に図３１および３２を参照すると、上記の眼内インプラント（１８）の実施
形態は、埋め込まれたＩＯＬ（１１）の光学レンズ（５８）の円周と、実施形態に応じて
、可撓性膜（１０）の外側境界（２０）または環状部材（５０）の内側環状表面（５６）
との間で、可撓性膜（１９）の前面（２２）に連結される複数の半径方向支柱（５９）を
含むことができるが、必ずしもその必要はない。複数の半径方向支柱（５９）は、図７３
－７５の実施例に示されるように、埋込時に疑似有水晶体眼（８）と適切な関係で可撓性
膜（１９）の前面（２２）および裏面（２３）ならびに環状部材（５０）を維持する、寸
法関係を有することができる。
【００７０】
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　特定の実施形態に関して、外側環状表面（５２）は、後嚢（１３）の表面との接触時に
、眼内インプラント（１８）の中心に向かったＬＥＣ（１６）の移動を妨げる機械的障壁
を提供する角度（６０）で、可撓性膜（１９）の裏面（２３）に交差することができる。
可撓性膜（１９）の裏面（２３）との外側環状表面（５２）の交差の角度（６０）は、実
質的に直角であり得るが、交差の角度（６０）は、約９０度～約１２０度であり得る。外
側環状表面（５２）が裏面（２３）を接合する角度（６０）は、鈍的ではないか、または
丸みを帯びていない鋭い縁を提供することができる。
【００７１】
　ここで、主に図３３および３４を参照すると、眼内インプラント（１８）の実施形態は
、眼内インプラント（１８）の裏面（２３）内に配置される環状チャネル（６１）を含む
ことができるが、必ずしもその必要はない。環状チャネル（６１）は、チャネル基部（６
４）によって接合される外側および内側チャネル壁（６２）（６３）を含む。外側および
内側チャネル壁（６２）（６３）は、約５μｍ～約５００μｍの環状チャネル幅（６５）
を画定するように、眼内インプラント（１８）の裏面（２３）内に配置されることができ
る。環状チャネル深さ（６６）は、約２．５μｍ～約７５０μｍであり得る。
【００７２】
　特定の実施形態に関して、環状チャネル（６１）は、実質的に同心円状または同心円状
の内側および外側チャネル壁（６２）（６３）を備えることができる。特定の実施形態に
関して、環状チャネル（６１）は、環状部材（５０）の外側環状表面（５２）と内側環状
表面（５１）との間で眼内インプラント（１８）の裏面（２３）内に配置されることがで
きるが、必ずしもその必要はない。これらの特定の実施形態に関して、環状チャネル深さ
（６６）は、（図３４の実施例に示されるように）可撓性膜（１９）の厚さを超えること
ができるが、必ずしもその必要はない。特定の実施形態に関して、環状チャネル（６１）
は、複数の同心環状チャネル（６１）を備えることができる。
【００７３】
　図５－３４は、いかなるＩＯＬ（１１）も伴わない、ある用途で、またはＩＯＬ（１１
）と組み合わせた、ある用途に関して使用され得る、発明の眼内インプラント（１８）の
例示的実施形態を提供する。ここで、一般に図５－３０および主に図３１－３４を参照す
ると、眼内インプラント（１８）は、可撓性膜（１９）に接合される光学レンズ（５８）
を含むことができるが、必ずしもその必要はない。光学レンズ（５８）は、光学レンズ（
５８）を通過する視線を提供するように、眼内インプラント（１８）の開口要素（２６）
と整合させられることができる。光学レンズ（５８）を含む眼内インプラント（１８）は
、眼内インプラント（１８）の離散実施形態と組み合わせて離散ＩＯＬ（１１）の使用を
不要にすることができる、光学レンズ（５８）とともに眼内インプラント（１８）の上記
の特徴のうちの１つまたはそれを上回るものを１つの部品において提供する。
【００７４】
　図３１－３４に示される特定の実施形態は、１つの部品として形成される、光学レンズ
（５８）、可撓性膜（１９）、および環状部材（５０）を示す（いかなる触覚部（５７）
も実施形態から省略されている）。可撓性膜（１９）は、光学レンズ（５８）の円周の周
囲に接合されることができる。可撓性膜（１９）は、環状部材（５０）の外側環状表面（
５２）で終端するように、半径方向外向きに延在することができる。可撓性部材（１９）
および環状部材（５０）の寸法関係は、上記の通りであり得る。複数の半径方向支柱（５
９）は、光学レンズ（５８）の円周と環状部材（５０）の内側環状表面（５１）との間で
可撓性部材（１９）の前面（２２）に半径方向に連結されることができる。複数の半径方
向支柱（５９）は、図７３－７５の非限定的実施例に示されるように、埋込時に疑似有水
晶体眼（８）と適切な関係で可撓性膜（１９）の前面（２２）および裏面（２３）ならび
に環状部材（５０）を維持するために十分な寸法関係を有する。したがって、以下で説明
される外科的方法は、光学レンズ（５８）を含む一体眼内インプラント（１８）を水晶体
嚢（７）に埋め込むステップを含むことができる。
【００７５】
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　ここで、主に図３９－７２を参照すると、図５－３４に示される実施例の形態における
眼内インプラント（１８）の実施形態、またはＩＯＬ（１１）は、細胞鎖およびシート状
層を含む、個々の細胞として、またはグループで起こる転位を伴う線維芽細胞および上皮
細胞の移動、具体的には、残存ＬＥＣ（１６）の付着、成長、ならびに移動の場合のよう
に、細胞質置換または膜ブレブの拡張によって、もしくは細胞骨格構造の改変および付着
によって駆動されるかどうかにかかわらず、流体流れ、または流体中に懸濁される粒子も
しくは細胞の流れ、または細胞の付着、成長、もしくは移動を制御することができる、眼
内インプラントまたはＩＯＬ（１１）の外面（６７）上で不規則的もしくは一様なパター
ン、テクスチャ、粗度、または寸法関係を提供する、発明のパターン化表面要素（２８）
を含むことができるが、必ずしもその必要はない。パターン化表面要素（２８）は、白内
障手術後に疑似有水晶体眼（８）の後嚢（１３）混濁化を排除する、実質的に排除する、
または低減させるために、流体流れ、懸濁細胞の流れ、もしくは残存ＬＥＣ（１６）の付
着、成長、または移動に対する機械的障壁を提供するように構成されることができる。
【００７６】
　ここで、主に図３５－３８を参照すると、ＩＯＬ（１１）は、光学レンズ（５８）を通
る視線を維持しながら、光学レンズ（５８）または触覚部（５７）に連結されるパターン
化表面要素（２８）を含むことができる。パターン化表面要素（２８）は、ＩＯＬ（１１
）と眼（８）の後嚢（１３）の表面との間のＬＥＣ（１６）の移動を阻止するように適合
されることができる。
【００７７】
　ここで、主に３９－７２を参照すると、パターン化表面要素（２８）（「表面要素」と
も称される）は、複数の表面要素（２８）を横断する蛇行性経路（６８）を画定する離間
関係で、眼内インプラント（１８）の外面（６７）に連結されることができる。複数の表
面要素（２８）は、眼内インプラント（１８）またはＩＯＬ（１１）の外面（６７）に関
して、それぞれ外向きに突出する、もしくは内向きに陥凹する、複数の隆起表面要素（６
９）または複数の陥凹状表面要素（７０）を含むことができる。複数の隆起表面要素（６
９）または陥凹状要素（７０）は、眼内インプラント（１８）もしくはＩＯＬ（１１）の
外面（６７）の全体を覆って、または一部を覆って、パターン（７２）を形成するように
、それぞれ、対応する複数のチャネル（７１）もしくはスペーサ要素（８５）によって境
界されることができる。複数の隆起要素（６９）または陥凹状要素（７０）は、非直線状
もしくは蛇行性経路（６８）内に複数のチャネル（７１）を配置するように、眼内インプ
ラント（１８）またはＩＯＬ（１１）の外面（６７）上に離間関係で配置されることがで
きる。図３９－４４に戻ると、特定の実施形態に関して、複数の表面要素（２８）は、正
弦または正弦曲線（７３）の形態のパターン（７２）を含み、複数の表面要素（２８）の
あるパターン（７２）は、（図３９－４４の実施例に示されるように）正弦曲線（７３）
が相互に垂直な方向に周期性を有する、パターン（７２）を含むことができるが、必ずし
もその必要はない。
【００７８】
　複数の隆起または陥凹状表面要素（６９）（７０）は、ある実施形態に関して、生体適
合性もしくは生体適合性生分解性可撓性膜（１９）を形成するために使用されるものと異
なる材料であり得る、上記で説明されるような生体適合性もしくは生分解性材料のうちの
１つまたはそれを上回るものから生成されることができる。複数の隆起表面要素（６９）
のそれぞれの頂面（７４）は、複数の隆起表面要素（６９）を横断する残存ＬＥＣ（１６
）の付着または移動を低減させるか、もしくは防止するために十分に小さい表面積を有し
、略平坦または平面的であり得、複数のチャネル（７１）のそれぞれは、複数の隆起表面
要素（６９）の間の移動または付着を低減させるか、もしくは防止するために十分に小さ
くあり得る。
【００７９】
　複数の隆起表面要素のそれぞれの頂面（７４）の実施形態は、約５００ナノメートル～
約４マイクロメートルの範囲内の（図４０の実施例に示されるような）２つの側壁（７５
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）の間のより小さい寸法を有することができる。用途に応じて、より小さい寸法は、約４
００ナノメートル～約１マイクロメートル、約５００ナノメートル～約１．５マイクロメ
ートル、１マイクロメートル～約２．０マイクロメートル、１．５マイクロメートル～約
２．５マイクロメートル、２．０マイクロメートル～約３．０マイクロメートル、２．５
マイクロメートル～約３．５マイクロメートル、３．０マイクロメートル～約４．０マイ
クロメートル、および３．５マイクロメートル～約４．０マイクロメートル、またはそれ
らの組み合わせを含む、群から選択されることができる。
【００８０】
　理解可能であるように、複数の隆起表面要素（６９）のうちの２つまたはそれを上回る
ものの間にあるような頂面（７４）は、実質的に類似する構成で構成され、寸法関係が類
似し得、もしくは複数の隆起表面要素（６９）うちの２つまたはそれを上回るものの間に
あるとき、構成が実質的に異なり、もしくは寸法関係が不規則的であり得る。より小さい
寸法は、特定の実施形態に関して、複数の隆起要素（６９）のうちの１つの幅に関するこ
とができ、特定の実施形態に関するより大きい寸法は、複数の隆起要素（６９）のうちの
１つの長さに関することができる。しかしながら、頂面（７４）が不規則的表面積を有す
るか、または実質的に円形であり得るか、もしくは幅と長さとの間の区別を提供しない規
則的多角形もしくは同等物であり得る、多数の様々な実施形態が生成されることができる
。したがって、上記の寸法は、当業者が、眼内インプラント（１８）またはＩＯＬ（１１
）の中心に向かった細胞の付着、成長、もしくは移動を阻止することに有用な多種多様な
構成を有する、複数の隆起表面要素（６９）を離間関係で提供するために、十分なガイダ
ンスを提供する。
【００８１】
　複数の隆起表面要素（６９）のそれぞれの側壁（７５）は、可撓性膜（１９）が略平坦
な状態で配置されるときに、眼内インプラント（１８）の外面（６７）に対して略垂直で
あり得る。側壁（７５）は、約４００ナノメートル～約６マイクロメートルの範囲内の側
壁高さ（７６）を有することができる。用途に応じて、側壁高さ（５１）は、約４００ナ
ノメートル～約１マイクロメートル、約５００ナノメートル～約１．５マイクロメートル
、１マイクロメートル～約２．０マイクロメートル、１．５マイクロメートル～約２．５
マイクロメートル、２．０マイクロメートル～約３．０マイクロメートル、２．５マイク
ロメートル～約３．５マイクロメートル、３．０マイクロメートル～約４．０マイクロメ
ートル、３．５マイクロメートル～約４．５マイクロメートル、４．０マイクロメートル
～約５．０マイクロメートル、約４．５マイクロメートル～約５．５マイクロメートル、
および約５．０マイクロメートル～約６．０マイクロメートル、またはそれらの組み合わ
せを含む、もしくはそれらから成る群から選択されることができる。
【００８２】
　対向側壁（７５）によって画定される複数のチャネル（７１）のそれぞれは、約１００
ナノメートル～約２．５マイクロメートルの範囲内のチャネル幅（７７）を有することが
できる。用途に応じて、（図４０の実施例に示されるような）好適なチャネル幅（７７）
は、１００ナノメートル～約３００ナノメートル、約２００ナノメートル～約４００ナノ
メートル、約３００ナノメートル～約５００ナノメートル、約４００ナノメートル～約６
００ナノメートル、約５００ナノメートル～約７００ナノメートル、約６００ナノメート
ル～約８００ナノメートル、約７００ナノメートル～約９００ナノメートル、約８００ナ
ノメートル～約１マイクロメートル、約９００ナノメートル～約１．１マイクロメートル
、１マイクロメートル～約１．２マイクロメートル、１．１マイクロメートル～約１．３
マイクロメートル、１．２マイクロメートル～約１．４マイクロメートル、１．３マイク
ロメートル～約１．５マイクロメートル、１．４マイクロメートル～約１．６マイクロメ
ートル、１．５マイクロメートル～約１．７マイクロメートル、１．６マイクロメートル
～約１．８マイクロメートル、１．７マイクロメートル～約１．９マイクロメートル、お
よび約１．８マイクロメートル～約２マイクロメートル、またはそれらの組み合わせを含
む、群から選択されることができる。
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【００８３】
　ここで、流体流れ、流体中に懸濁させられる粒子流れを制御する、または可撓性膜（１
９）の裏面（２３）と眼（１）（８）の後嚢（１３）の表面との間の細胞（具体的にはＬ
ＥＣ（１６））の付着、成長、もしくは移動を阻止することに有用であり得る、または眼
内インプラント（１８）の前面（２２）と係合したＩＯＬ（１１）との間の細胞の移動を
阻止することに有用であり得る、隆起表面要素（６９）もしくは陥凹状表面要素（７０）
の実施例を提供する、図３９－５４を主に参照する。
【００８４】
　図３９－４４の実施例に関して、パターン化表面要素（２８）は、説明が本明細書に説
明されるパターン化表面要素（２８）の実施形態の明白な説明と対立しない程度に、参照
することによって本明細書に組み込まれる米国特許第７，６５０，８４８号に説明される
ようなサメの皮の局所構造（または逆局所構造）を有することができる。パターン化表面
要素（２８）の局所構造は、眼内インプラント（１８）の裏面（２３）と疑似有水晶体眼
（８）の後嚢（１３）の表面との間の残存ＬＥＣ（１６）の付着および移動を阻止するよ
うに拡大縮小されることができる。一例証的実施例として、パターン化表面要素（２８）
の局所構造は、各パターン（７２）がグループ表面要素（７８）を含む、反復パターン（
７２）で組織化される複数のパターン化表面要素（２８）として特徴付けられることがで
きる。表面要素の各グループは、菱形パターン（８０）を形成するように、パターン（７
２）の端部に接近して長さが減少する複数のバーと離間平行関係で７つのバー要素（７９
）を有する。菱形パターン（８０）は、約１５マイクロメートル～約２５マイクロメート
ルの範囲内の全体的菱形長（８１）を有する。７つのバー要素（７９）のそれぞれは、約
１マイクロメートル～約２．５マイクロメートルの範囲内のバー幅（８２）を有すること
ができ、複数のチャネル（７１）はそれぞれ、約４００ナノメートル～約２マイクロメー
トルのチャネル幅（７７）を有する。７つのバー要素（７９）は、約４マイクロメートル
～約２０マイクロメートルの範囲内のバー長（８３）を有することができる。７つのバー
要素（７９）のそれぞれの側壁高さ（７６）は、約１マイクロメートル～約５マイクロメ
ートルの範囲内であり得る。菱形パターン（８０）内の表面要素のグループ（７８）は、
上記で説明されるように、相互に垂直な方向に周期性を有する正弦曲線（７３）を画定す
る蛇行性経路（６８）を提供するように、図３９および４４の実施例に示されるように眼
内デバイス（１８）の外面（６７）上に配置されることができる。
【００８５】
　ここで、主に図４１および４２を参照すると、パターン化表面要素（２０）の特定の非
限定的実施例は、上記で説明されるようにサメの皮の局所構造の形態を成すことができる
が、複数の隆起表面要素（６９）および複数のチャネル（７１）は、上記で説明されるも
のと実質的に同一の寸法関係を有する、実質的に同一の菱形パターン（８０）を形成する
ように、対応する複数の底面（８４）を有する、対応する複数の陥凹状表面要素（７０）
、および対応するスペーサ幅（８６）を有する複数のスペーサ要素（８５）によって置換
されることができる。複数の隆起要素（６９）および対応する複数のチャネル要素（７１
）として本明細書に説明される、複数のパターン化表面要素（２８）から形成されるパタ
ーン（７２）のうちのいずれかは、上記で説明される範囲内の実質的に同一または類似パ
ターンもしくは寸法関係を有する、複数の陥凹状表面要素（７０）および複数のスペーサ
要素（８５）の構造形態を成すことができる。
【００８６】
　ここで、主に図４３および４４を参照すると、パターン化表面要素（２８）の特定の実
施形態は、可撓性膜（１９）の片側の複数の隆起表面要素（６９）および可撓性膜（１９
）の反対側の複数の陥凹状要素（７０）の形態を成すことができる。図４３および４４は
、可撓性膜（１９）の裏側（２３）の複数の隆起表面要素（６９）、ならびに可撓性膜（
１９）の前側（２２）の複数の陥凹状表面要素（７０）を示すが、複数の陥凹状表面要素
（７０）が裏側（２３）で発生し得る一方で、複数の隆起表面要素（６９）が可撓性膜（
１９）の前側（２２）で発生し得る、他の実施形態を不可能にすることは意図されていな
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い。
【００８７】
　ここで、主に図４５および４６を参照すると、パターン化表面要素（２８）の特定の実
施形態は、それぞれ、列および行の離間関係で円筒形要素（８７）の形態における複数の
隆起表面要素（６９）の形態を成すことができる。実質的に円形の頂面（８８）を有する
、複数の円筒形要素（８７）のそれぞれは、約４００ナノメートル～約６００ナノメート
ルの範囲内の直径と、約４００ナノメートル～約６００ナノメートルの側壁高さ（７６）
とを有する。複数の円筒形要素（８７）は、約２００ナノメートル～約４００ナノメート
ルの側壁（７７）の間の距離を提供して、約６００ナノメートル～約１マイクロメートル
の範囲内で中心に確立されることができる。
【００８８】
　ここで、主に図４７および４８を参照すると、複数のパターン化表面要素（２８）の特
定の実施形態は、４つのバー要素（９０）の整合した第１の端部（９１）または整合した
第２の端部（９２）からある距離で略垂直関係で配置されるクロスバー（９３）を伴って
、対応する整合したバーの第１の端部（９１）および整合したバーの第２の端部（９２）
を有する平行離間関係で、実質的に等しい長さの４つのバー要素（９０）によってそれぞ
れ特徴付けられる、反復バーパターン（８９）の形態における表面要素のグループ（７８
）の形態を成すことができる。４つのバー要素（９０）のそれぞれは、約２マイクロメー
トル～約５マイクロメートルの範囲内のバー幅（８２）を有し、それぞれ、約４００ナノ
メートル～約１マイクロメートルのチャネル幅（７７）を有する、複数のチャネル（７１
）のうちの対応する１つを有することができる。４つのバー要素（９０）はそれぞれ、約
４マイクロメートル～約２０マイクロメートルの範囲内のバー長（８３）を有することが
できる。４つのバー要素（９０）のそれぞれの側壁高さ（７６）は、約１マイクロメート
ル～約３マイクロメートルの範囲内であり得る。クロスバー（９３）は、約４００ナノメ
ートル～約１マイクロメートルの範囲内の４つのバー要素（９０）の整合したバーの第１
の端部（９１）または整合したバーの第２の端部（９２）からの距離に配置されることが
できる（もしくはパターンが反復すると、整合したバーの第１の端部（９１）と整合した
バーの第２の端部（９２）とを交互に入れ替えてもよい）。クロスバー（９３）の長さは
、４つのバー要素（９０）の離間関係の距離に垂直に跨架するために十分であり得る。ク
ロスバー（９３）は、別様に４つのバー要素（９０）に類似する寸法関係を有する。
【００８９】
　ここで、主に図４９および５０を参照すると、パターン化表面要素（２８）の実施形態
は、規則的離間モザイク配列で略六角形構成の六角形頂面（９４）をそれぞれ有する、複
数の隆起表面要素（６９）の形態を成すことができる。六角形頂面（９４）のそれぞれは
、約４００ナノメートル～約６００ナノメートルの範囲内の面幅（９５）と、約４００ナ
ノメートル～約６００ナノメートルの側壁高さ（７６）とを有することができる。対応す
る複数のチャネル（７１）は、複数の隆起要素（６９）のそれぞれの間に約１００ナノメ
ートル～約２００ナノメートルのチャネル幅（７７）を有することができる。
【００９０】
　ここで、主に図５１および５２を参照すると、パターン化表面要素（２８）の実施形態
は、ヘリンボーンパターン（９７）で複数のバー要素（９６）の形態の複数の隆起要素（
６９）を含むことができる。複数のバー要素（９６）のそれぞれは、約４マイクロメート
ル～約２０マイクロメートルの範囲内の実質的に等しい長さであり、約２マイクロメート
ル～約５マイクロメートルの範囲内のバー幅（８２）を有することができる。複数のバー
要素（９６）のそれぞれの側壁高さ（７６）は、約１マイクロメートル～約３マイクロメ
ートルの範囲内であり得る。複数のバー要素（９６）の間の対応する複数のチャネル（７
１）は、約４００ナノメートル～約１マイクロメートルのチャネル幅（７７）を有するこ
とができる。
【００９１】
　ここで、主に図５３および５４を参照すると、眼内インプラント（１８）の該外面（６
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７）に連結される複数の表面要素（２８）の実施形態は、隣接する表面要素（２８）の間
の側壁高さ（７６）が変動し得るが、必ずしもその必要はない。複数の表面要素（２８）
がパターン（７２）を形成する、特定の実施形態に関して、側壁高さ（７６）は、（図５
３の実施例に示されるように）パターン（７２）の中心に接近して側壁高さ（７６）が増
加するか、または（図５４の実施例に示されるように）パターンの中央に接近して側壁高
さ（７６）が減少するかのいずれかで、パターン（７２）内で変動し得るが、必ずしもそ
の必要はない。
【００９２】
　ここで、主に図５５を参照すると、眼内インプラント（１８）上の複数の表面要素（２
８）の実施形態は、表面要素の複数のグループ（７８）を含むことができるが、必ずしも
その必要はない。表面要素の複数のグループ（７８）のそれぞれは、表面要素（２８）の
パターン（７２）を有することができる。表面要素の複数のグループ（７８）は、同一の
パターン（７２）または異なるパターン（７２）を有することができる。表面要素の複数
のグループ（７８）は、複数の表面要素（２８）を横断する蛇行性経路（６８）を画定す
るように、眼内インプラント（１８）の外面（６７）の一部または全体にわたって連続的
もしくは不連続的に繰り返されることができるが、その必要はない。表面要素の第１のグ
ループ（９９）および表面要素の第２のグループ（１００）は、表面要素のグループ（７
８）の間、ならびに表面要素のグループ（７８）のそれぞれ１つの内側の複数の表面要素
（２８）の間で、蛇行性経路（６８）を生成するために有効な眼内デバイス（１８）の外
面（６７）上の異なる回転角（９８）で配置されることができる。
【００９３】
　図５５の実施例は、表面要素の第１のグループ（９９）および表面要素の第２のグルー
プ（１００）を図示する。実施形態では、表面要素の第１または第２のグループ（９９）
（１００）のうちの少なくとも１つは、パターン（７２）内の少なくとも１つの表面要素
（２８）の軸Ｂ’－Ｂ’（１０３）に対して実質的に直角の表面要素の第１または第２の
グループ（９９）（１００）の質量中心（１０２）を通過する、軸Ａ’－Ａ’（１０１）
によって特徴付けられる、パターン（７２）を含むことできる。別の実施形態では、パタ
ーンの質量中心（１０２）を通過する軸Ａ’－Ａ’（１０１）は、パターン（７２）の少
なくとも２つの表面要素（２８）の軸Ｂ’－Ｂ’（１０３）に対して実質的に直角であり
得る。別の実施形態では、パターンの質量中心（１０２）を通過する軸Ａ’－Ａ’（１０
１）は、パターン（７２）の少なくとも３つの表面要素（２８）の軸Ｂ’－Ｂ’（１０３
）に対して実質的に直角であり得る。別の実施形態では、パターンの質量中心（１０２）
を通過する軸Ａ’－Ａ’（１０１）は、パターン（７２）の少なくとも４つの表面要素（
２８）の軸Ｂ’－Ｂ’（１０３）に対して実質的に直角であり得る。さらに別の実施形態
では、パターンの質量中心（１０２）を通過する軸Ａ’－Ａ’（１０１）は、パターン（
７２）の全ての表面要素（２８）の軸Ｂ’－Ｂ’（１０３）に対して実質的に直角であり
得る。
【００９４】
　表面要素の第１のグループ（９９）または表面要素の第２のグループ（１００）は、流
体流れ（１０５）、流体流れ中に懸濁される粒子流れ（１０６）、もしくは眼内インプラ
ント（１８）の外面（６７）を覆う細胞の付着、成長、または移動（１０７）の方向に対
して直角に配置される軸Ａ－Ａ（１０４）に対して、同一もしくは異なる回転角（９８）
（θ１およびθ２）で配置される軸Ａ’－Ａ’（１０１）を有することができる。軸Ａ－
Ａ（１０４）に対して直角もしくは垂直からの表面要素の第１または第２のグループ（９
９）（１００）の軸Ａ’－Ａ’の回転角（９８）（θ１およびθ２）は、流体流れ（１０
５）、その流体流れ中に懸濁される粒子流れ（１０６）、もしくは細胞の成長または移動
（１０７）の方向に対して直角に配置される軸Ａ－Ａ（１０４）に対して、約０度から約
５０度まで様々であり得る。軸Ａ－Ａ（１０１）に関する表面要素の第１または第２のグ
ループ（９９）（１００）（もしくは表面要素の複数のグループ（７８）のうちのいずれ
か）の回転角（９８）（θ１およびθ２）は、約５度、約５度～約１５度、約１０度～約



(29) JP 2017-523022 A 2017.8.17

10

20

30

40

50

２０度、約１５度～約２５度、約２０度～約３０度、約２５度～約３５度、約３０度～約
４０度、約３５度～約４５度、約４０度～約５０度、またはそれらの組み合わせを含む、
もしくはそれらから成る群から選択されることができる。
【００９５】
　ここで、主に図５６－６０を参照すると、実施形態は、蛇行性経路（６８）を画定する
複数の表面要素（２８）または表面要素の複数のグループ（７８）をそれぞれ含む、複数
のパターン化表面積（１１０）を画定する、眼内インプラント（１８）の外面（６７）の
全体もしくは一部を覆って延在する、相互接続された周辺（１０９）によって境界される
、複数の区分（１０８）を含むことができるが、必ずしもその必要はない。特定の実施形
態に関して、相互接続された周辺（１０９）は、複数のパターン化表面積（１１０）のう
ちの１つをそれぞれ境界する、複数の多角形（１１１）を画定することができる。図５６
－６０の実施例は、正方形または長方形の形態の複数の多角形（１１１）を画定する、相
互接続された周辺（１０９）を含むが、これは、複数のパターン化表面積（１１０）のう
ちの１つをそれぞれ境界する、三角形、五角形、六角形、七角形、八角形、九角形、十角
形、平行四辺形、菱形、円形、楕円形、卵形、星形、十字形、または同等物、もしくはそ
れらの組み合わせ等の複数の他の多角形態を画定する、相互接続された周辺（１０９）を
不可能にすることを意図していない。
【００９６】
　ここで、主に図５６を参照すると、実施形態は、約２０ナノメートル～約１０００μｍ
の区分幅（１１３）および区分長（１１４）をそれぞれ有する、複数の正方形（１１２）
を画定する、相互接続された周辺（１０９）によって境界される（例証的実施例１０８Ａ
、１０８Ｂ、１０８Ｃ、１０８Ｄのような）複数の区分（１０８）を含むことができるが
、必ずしもその必要はなく、特定の実施形態を伴う区分幅（１１３）または区分長（１１
４）は、約２０ナノメートルの増分で範囲の全体を通して漸増的に増加する。図２６－２
９の実施例では、眼内インプラント（１８）の裏面（２３）は、図３９および４０の実施
例に示される形態において表面要素の複数のグループ（７８）をそれぞれ含む、複数のパ
ターン化表面積（１１０）を画定する、約５００μｍの区分幅（１１３）および区分長（
１１４）をそれぞれ有する、複数の正方形（１１２）を画定する、相互接続された周辺（
１０９）によって境界される複数の区分（１０８）を含む。
【００９７】
　複数の区画（１０８）のそれぞれの内側の複数の表面要素（２８）または表面要素の複
数のグループ（７８）は、上記で説明されるように、回転角（９８）を有することができ
る。隣接区画（１０８）内の表面要素の複数のグループ（７８）の回転角（９８）は、流
体流れ（１０５）、流体流れ中に懸濁される粒子流れ（１０６）、または眼内インプラン
ト（１８）の外面（６７）を覆う細胞の成長もしくは移動（１０７）の方向に対して直角
に配置される軸Ａ－Ａ（１０４）に関して、同一または異なり得る。
【００９８】
　図５６の実施例によって図示されるように、区画（１０８）内の表面要素の複数のグル
ープ（７８）は、パターン（７２）内の少なくとも１つの表面要素（２８）の軸Ｂ’－Ｂ
’（１０３）に対して実質的に直角である、パターン（７２）の質量中心（１０２）を通
過する軸Ａ’－Ａ’（１０１）が、区画（１０８Ｂおよび１０８Ｄ）の実施例に示される
ように軸Ａ－Ａと平行であるときに、流体流れ（１０５）、流体流れ中に懸濁される粒子
流れ（１０６）、または細胞の成長もしくは移動（１０７）の方向と平行であり得る。
【００９９】
　区画（１０８）内の表面要素の複数のグループ（７８）は、パターン（７２）内の少な
くとも１つの表面要素（２８）の軸Ｂ’－Ｂ’（１０３）に対して実質的に直角である、
パターン（７２）の質量中心（１０２）を通過する軸Ａ’－Ａ’（１０１）が、区画（１
０８Ａおよび１０８Ｃ）の実施例に示されるように軸Ａ－Ａと直角であるときに、流体流
れ（１０５）、流体流れ中に懸濁される粒子流れ（１０６）、または細胞の成長もしくは
移動（１０７）の方向に対して直角であり得る。
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【０１００】
　区画（１０８）内の表面要素の複数のグループ（７８）は、パターン（７２）内の少な
くとも１つの表面要素（２８）の軸Ｂ’－Ｂ’に対して実質的に直角である、パターン（
７２）の質量中心（１０２）を通過する軸Ａ’－Ａ’（１０１）が、図６０の実施例に示
されるように軸Ａ－Ａ（１０４）に対する角度にあるときに、流体流れ（１０５）、流体
流れ中に懸濁される粒子流れ（１０６）、または細胞の成長もしくは移動（１０７）の方
向に対して傾斜し得る。
【０１０１】
　図５６に示される複数の区画に関して、いくつかの区画（１０８Ｂおよび１０８Ｄ）に
関する軸Ａ’－Ａ’が、流体流れ（１０５）、流体流れ中に懸濁される粒子流れ（１０６
）、または細胞の成長もしくは移動（１０７）の方向と平行であり得る一方で、他の区画
（１０８Ａおよび１０８Ｃ）の軸Ａ’－Ａ’は、同時に、流体流れ（１０５）、流体流れ
中に懸濁される粒子流れ（１０６）、または細胞の成長もしくは移動（１０７）の方向に
対して直角であり得る。
【０１０２】
　ここで、主に図５７－５９を参照すると、実施形態は、表面要素の複数のグループ（７
８）が、流体流れ（１０５）、流体流れ中に懸濁される粒子流れ（１０６）、または細胞
の成長もしくは移動（１０７）を制御するように、パターン表面積（１１０）にわたって
繰り返される、複数の区画（１０８）を含むことができる。図５７は、表面要素の複数の
グループ（７８）が、異なる回転角（９８）で配置される表面要素の複数のグループ（７
８）を有する、隣接区画（１０８）を伴う規則的幾何学形状の複数の表面要素（２８）を
含み得ることを図示する。図５８は、表面要素の複数のグループ（８）が、異なる回転角
（９８）で配置される表面要素の複数のグループ（７８）を有する、隣接区画（１０８）
を伴う不規則的幾何学形状の複数の表面要素（２８）を含み得ることを図示する。図５９
は、表面要素の複数のグループ（７８）が、異なる回転角（９８）で配置される表面要素
の複数のグループ（７８）を有する、隣接区画（１０８）を伴う規則的および不規則的幾
何学形状の両方の複数の表面要素（２８）を含み得ることを図示する。実施形態は、１を
上回るアスペクト比を有する、パターン（７２）の複数の表面要素（２８）のうちの少な
くともいくつかを含むことができるが、必ずしもその必要はない。
【０１０３】
　ここで、主に図６０を参照すると、複数の区画（１０８）の軸Ｃ－Ｃ（１１５）は、流
体流れ（１０５）、流体流れ中に懸濁される粒子流れ（１０６）、または細胞の成長もし
くは移動（１０７）の方向に対して回転させられることができるが、必ずしもその必要は
ない。特定の実施形態に関して、複数の区画（１０８）の回転は、流動方向に対して約５
度～約１７５度、好ましくは、約１５度～１５０度、より好ましくは、約５０度～約１３
５度、およびより好ましくは、約７５度～約１２５度の流体流れ（１０５）、流体流れ中
に懸濁される粒子流れ（１０６）、または細胞の成長もしくは移動（１０７）の方向に対
する区画角度（１１６）で、複数のパターン化表面積（１１０）のうちの１つまたはそれ
を上回るものの内側に表面要素の複数のグループ（７８）の軸Ａ’－Ａ’（１０１）を配
置することができる。
【０１０４】
　ここで、主に図６１を参照すると、特定の実施形態に関して、表面要素の隣接するグル
ープ（７８）に含まれる複数の表面要素（２８）のうちの１つまたはそれを上回るものは
、複数の表面要素（２８）を横断する蛇行性経路（６８）の長さを増加させるように、結
合させられることができるが、必ずしもその必要はない。図６１の実施例に示されるよう
に、パターン化表面要素（１１７、１１８、および１１９）は、１つまたはそれを上回る
伸長表面要素（１２０）を生成するように、表面要素の隣接するグループ（７８）に含ま
れる、１つまたはそれを上回るパターン化表面要素（２８）と接合される。
【０１０５】
　ここで、主に図６２および６３を参照すると、複数の表面要素（２８）は、中心点（１
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２２）の周囲に配置される、増大する直径の複数の同心バンド（１２１）（隆起または陥
凹状（６９）（７０）であるかどうかにかかわらず）の形態で、眼内インプラント（１８
）の外面（６７）に連結されることができるが、必ずしもその必要はない。複数の同心バ
ンド（１２１）は、複数の同心バンド（１２１）の外径（１２４）と中心点（１２２）と
の間に蛇行性経路を画定するように、半径方向に離間され、複数の間隙（１２３）によっ
て円周方向に周期的に中断されることができる。第１の同心バンド（１２５）内の複数の
間隙（１２３）はそれぞれ、蛇行性経路（６８）の長さに半径方向に延在するように、隣
接する第２の同心バンド（１２６）内のパターン化表面要素（２８）と整合させられるこ
とができる。
【０１０６】
　ここで、主に図６４および６５を参照すると、複数の表面要素（２８）は、中心点（１
２２）から延在する複数の半径方向バンド（１２７）の形態で、眼内インプラント（１８
）の外面（６７）に連結されることができるが、必ずしもその必要はない。複数の半径方
向バンド（１２７）は、複数の半径方向バンド（１２７）によって画定される外径（１２
４）と中心点（１２２）との間に蛇行性経路（６８）を画定するように、円周方向に離間
され、複数の間隙（１２３）によって半径方向に周期的に中断されることができる。第１
の半径方向バンド（１２８）内の複数の間隙（１２３）はそれぞれ、蛇行性経路（６８）
の長さに円周方向に延在するように、隣接する第２の半径方向バンド（１２９）内のパタ
ーン化表面要素（２８）と整合させられることができる。
【０１０７】
　ここで、主に図６６および６７を参照すると、複数の表面要素（２８）は、眼内インプ
ラント（１８）の外面（６７）にわたって変動する表面要素密度（１３０）を有すること
ができるが、必ずしもその必要はない。図６２または６４の実施例に示されるような複数
の表面要素（２８）に関して、表面要素密度（１３０）は、中心点（１２２）に接近して
増加または減少することができる。
【０１０８】
　ここで、主に図６８を参照すると、相互接続された周辺（１０９）は、弧（１３５）に
よって接続される円または楕円（１３４）の２つの半径（１３２）（１３３）によってそ
れぞれ画定される、複数の扇形（１３１）を画定することができるが、必ずしもその必要
はない。各扇形（１３１）は、パターン化表面積（１１０）を画定する。複数の扇形（１
３１）のそれぞれの中の表面要素の複数のグループ（７８）は、隣接する扇形（１３１）
に関して、または流体流れ（１０５）、流体流れ中に懸濁される粒子流れ（１０６）、も
しくは眼内インプラント（１８）の外面（６７）を覆う細胞の成長または移動（１０７）
に関して、同一である、または異なる、複数の区画（１０８）について上記で説明される
ような回転角（９８）を有することができる。
【０１０９】
　ここで、主に図６９を参照すると、特定の実施形態に関して、各扇形（１３１）内のパ
ターン（７２）のパターン化表面要素（２８）の間の複数のチャネル（７１）は、中心点
（１２２）に関して半径方向に、流体流れ（１０５）、流体流れ内の粒子の懸濁（１０６
）、または細胞の付着、成長、もしくは移動（１０７）を指向するように整合させられる
ことができる。特定の実施形態に関して、パターン（７２）の軸Ａ’－Ａ’（１０１）は
、円または楕円（１３４）の１つの半径（１３２）（１３３）に対して実質的に直角に配
置されることができる。
【０１１０】
　ここで、主に図７０を参照すると、特定の実施形態に関して、各扇形（１３１）内のパ
ターン（７２）のパターン化表面要素（２８）の間の複数のチャネル（７１）は、中心点
（１２２）に関して円周方向に、流体流れ（１０５）、流体流れ内の粒子の懸濁（１０６
）、または細胞の付着、成長、もしくは移動（１０７）を指向するように整合させられる
ことができる。特定の実施形態に関して、パターン（７２）の軸Ａ’－Ａ’（１０１）は
、円または楕円（１３４）の１つの半径（１３２）（１３３）と実質的に平行に配置され
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ることができる。
【０１１１】
　ここで、主に図７１を参照すると、特定の実施形態に関して、いくつかの扇形（１３１
）内のパターン（７２）のパターン化表面要素（２８）の間の複数のチャネル（７１）は
、中心点（１２２）に関して円周方向に、流体流れ（１０５）、流体流れ内の粒子の懸濁
（１０６）、または細胞の付着、成長、もしくは移動（１０７）を指向するように整合さ
せられることができ、他の扇形（１３１）内のパターン（７２）のパターン化表面要素（
２８）の間の複数のチャネル（７１）は、中心点（１２２）に関して半径方向に、流体流
れ（１０５）、流体流れ内の粒子の懸濁（１０６）、または細胞の付着、成長、もしくは
移動（１０７）を指向するように整合させられることができる。特定の実施形態に関して
、いくつかの扇形（１３１）内のパターン（７２）の軸Ａ’－Ａ’（１０１）は、円また
は楕円（１３４）の１つの半径（１３２）（１３３）と実質的に平行に配置されることが
でき、他の扇形（１３１）内のパターン（７２）の軸Ａ’－Ａ’（１０１）は、円または
楕円（１３４）の１つの半径（１３２）（１３３）に対して実質的に直角に配置されるこ
とができる。
【０１１２】
　再度、主に図１－４を参照すると、上記で説明されるように、白内障手術の最も一般的
な外科的技法は、混濁した水晶体（６）がそれを通して除去されることができる、前水晶
体嚢（５）内の円形開口部（４）の作成を伴う、ＥＣＣＥであってもよい（但し、発明の
眼内インプラント（１８）の実施形態の使用は、白内障手術または白内障手術の任意の特
定の技法に限定されない）。小帯線維（１０）を通して毛様体（９）に係留される水晶体
嚢（７）の残りの部分は、無傷のままにされることができる。次いで、ＩＯＬ（１１）は
、水晶体嚢（５）内に配置されることができる。ＩＯＬ（１１）は、水晶体嚢（５）内に
ＩＯＬ（１１）の場所を確立するように、水晶体嚢（５）の外周（１２）に及ぼされる毛
様小帯の力によって作用されることができる。無傷の後嚢（１３）は、硝子体液（１４）
に対する障壁の役割を果たす。
【０１１３】
　ここで、主に図７２－７４を参照すると、ＥＣＣＥによる白内障摘出および皮質除去、
または他の眼症状を処置する他の外科的手技後に、生体適合性もしくは生体適合性生分解
性眼内インプラント（１８）の実施形態は、例えば、図７２に示されるように、鉗子（１
３６）で保持されることができる。眼内インプラント（１８）の実施形態はまた、例えば
、図７３および７４に示されるように、眼（１）（８）の中への挿入に先立って、それが
鉗子（１３６）で持ち上げられ得る、眼内インプラント包装基板（４９）の表面に取り外
し可能に固定されてもよい。眼内インプラント（１８）は、角膜または強膜切開（２）、
ならびに図７３および７４に示されるように、虹彩（１３８）の瞳孔（１３７）によって
取り囲まれる前水晶体嚢（５）内の円形開口部（４）を通した通過のために、見かけの寸
法を縮小するように、折り畳まれることができる。
【０１１４】
　ここで、主に図７４を参照すると、眼内インプラント（１８）は、表面に近接するか、
または後嚢（１３）の表面に係合する裏面（２３）（上記で説明される実施形態のうちの
いずれかにおいてパターン化表面要素（２８）をさらに提供し得る）を有して、水晶体嚢
（７）内に位置付けられることができる。開口要素（２６）を提供する、眼内インプラン
ト（１８）の実施形態の通過開口部（２７）は、眼内インプラント（１８）の通過開口部
（２７）を通過する視線を提供するように、眼（１）（８）の視軸（１５）と整合させら
れることができる。次いで、ＩＯＬ（１１）は、後嚢（１３）の空洞内に配置される眼内
インプラント（１８）に重なるように、従来の方法によって水晶体嚢（７）の内側に位置
することができる。
【０１１５】
　図７５は、ＩＯＬ（１１）の下で中心に置かれた開口要素（２６）の通過開口部（２７
）を伴って眼内インプラント（１８）に重なるＩＯＬ（１１）を図示する。眼内インプラ
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ント（１８）の中心化が十分ではない場合、これは、シンスキーフックまたは類似器具を
用いて定位置に容易に操作されることができる。特定の実施形態に関して、眼内インプラ
ント（１８）の外側境界（２０）は、組織に取り付けるため、またはそれを通して組織が
引き出され得る、円形面積（２１）から延在するフック、もしくはその中の通路等の取付
要素を使用することなく、眼内インプラント（１８）の中心化を維持するように、図７５
に示されるように水晶体嚢（７）の外周（１２）に係合する。いったん眼に埋め込まれる
と、生体適合性生分解性眼内インプラント（１８）の特定の実施形態は、眼の流体の正常
な代謝回転を伴って、上記で説明されるように生分解することができる。
【０１１６】
　ここで、主に図７６を参照すると、環状部材（５０）を有する眼内インプラント（１８
）の実施形態は、後嚢（１３）の表面に近接する、またはそれに係合するか、もしくは前
嚢（５）の表面に近接するか、またはそれに係合するかのいずれかである裏面（２３）を
伴って、外側環状表面（５２）が水晶体嚢（７）の外周（１２）に近接して位置する、後
嚢（１３）の空洞の中に配置されることができる。ＩＯＬ（１１）は、疑似有水晶体眼（
８）の視軸（１５）を提供するために、環状部材（５０）の内側環状表面（５１）と係合
させられる触覚部（５７）および開口要素（２６）の通過開口部（２７）と実質的に整合
させられるＩＯＬ（１１）の光学レンズ（５８）を伴って、眼内インプラント（１１）の
前面（２２）に重なるように位置付けられることができる。
【０１１７】
　ここで、主に図７７を参照すると、図３１および３４の実施例に示されるような一体眼
内インプラント（１８）は、水晶体嚢（７）の外周に近接して位置する環状部材（５０）
の外側環状表面（５２）を伴って、後嚢（１３）の空洞の中に配置されることができる。
一体ＩＯＬ（１１）は、一体ＩＯＬ（１１）の光学レンズ（５８）を眼（８）の視軸（１
５）と整合させるように、従来の方法によって水晶体嚢（７）の中に位置することができ
る。
【０１１８】
　ここで、主に図７８を参照すると、網膜手術、角膜移植手術、緑内障手術、または同等
物等の天然水晶体（３）が除去されない、これらの外科的手技では、もしくは（例えば、
後嚢裂傷により）眼内インプラント（１８）がＩＯＬ（１１）の後方に位置しない白内障
手術では、眼内インプラント（１８）は、毛様溝（１３９）内で天然水晶体（６）または
ＩＯＬ（１８）の前方に配置されることができる。
【実施例】
【０１１９】
　（実施例１）ここで、主に図３９－４２を参照すると、ネガシリコンウエハ金型に対し
て生物医学グレードポリジメチルシロキサンエラストマー（「ＰＤＭＳｅ」、ＳＩＬＡＳ
ＴＩＣ（登録商標）ＭＤＸ４－４２１０、Ｄｏｗ　Ｃｏｒｎｉｎｇ，　Ｍｉｄｌａｎｄ，
　ＭＩ）を流延成形（キャスティング）することによって、平滑なパターン化可撓性膜（
１９）が加工された。本方法によって生成された可撓性膜（１９）は、複数のパターン化
表面要素（２８）と、図３９および４０の実施例に示されるようにＰＤＭＳｅ可撓性膜（
１９）の表面から突出したか、または図４１および４２の実施例に示されるようにＰＤＭ
Ｓｅ可撓性膜（１９）の中へ陥凹状であったかのいずれかであった、図３９－４２の実施
例に示されるようにパターン（７２）で配列された非直線状チャネル要素（７１）とを含
んだ。幅２μｍであり、２μｍだけ離間された、可撓性膜（１９）の表面から３μｍ突出
するパターン化表面要素（２８）を伴うパターン（７２）は、＋３ＳＫ２×２と呼ばれる
であろう。試験のために複製されたパターン（７２）は、平滑なパターン化されていない
「ＳＭ」、－３ＳＫ２×２、＋３ＳＫ２×２、および＋７ＳＫ１０×５を含んだ。
【０１２０】
　（実施例２）ここで、主に図７９Ａ－７９Ｃおよび８０を参照すると、「ＳＭ」、「＋
１ＳＫ１０×５」、ならびに＋１０ＳＫ５０×５０サンプルを含む、円形可撓性膜（１９
）（直径＝約２０ｍｍ）が、１２ウェルプレートに付着させられ、「＋１ＳＫ１０×５」
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および「＋１０ＳＫ５０×５０」サンプルの表面要素の複数のグループ（７８）の軸Ａ’
－Ａ’（１０１）は、細胞付着、成長、または移動（１０７）の方向に対して直角に整合
させられ、細胞接着を促進するように、リン酸緩衝生理食塩水（Ｌｉｆｅ　Ｔｅｃｈｎｏ
ｌｏｇｉｅｓ，Ｃａｒｌｓｂａｄ，ＣＡ）中の１５μｇ／ｍＬフィブロネクチン（ＢＤ　
Ｂｉｏｓｃｉｅｎｃｅｓ，Ｓａｎ　Ｊｏｓｅ，ＣＡ）を用いて一晩処理された。創傷領域
（１４０）を刺激するように、可撓性部材（１９）の中心に沿って配置されたＳＭ　ＰＤ
ＭＳｅ長方形（３ｍｍ×３２０ｍｍ）を使用して、サンプルへの細胞接着を遮断すること
によって、修正擦過傷検定が作成された。ＬＥＣ（１６）（ＡＴＣＣ　ＣＲＬ－１１４２
１、ＡＴＣＣ，Ｍａｎａｓｓａｓ，ＶＡ）が、約１×１０４個の細胞／ｃｍ２においてア
センブリ全体にわたって播種され、成長培地（イーグル最小必須培地、ＡＴＣＣ）、２０
％ウシ胎仔血清（Ｌｉｆｅ　ｃｈｎｏｌｏｇｉｅｓ）、５０Ｕ／ｍＬペニシリン／ストレ
プトマイシン（Ｌｉｆｅ　Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｉｅｓ）、および１ｌｇ／ｍＬ　Ｆｕｎｇ
ｉｚｏｎｅａｎｔｉｍｙｃｏｔｉｃ（Ｌｉｆｅ　Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｉｅｓ）の中で維持
された。ＬＥＣ（１６）が約７０％合流に達したとき、ＳＭ　ＰＤＭＳｅ長方形は、刺激
された創傷領域（１４０）の空のパターン化（７２）「＋１ＳＫ１０×５」および「＋１
０ＳＫ５０×５０」またはＳＭ未パターン化領域を横断するＬＥＣ（１６）移動を可能に
するように除去された。サンプルが製造業者の指示に従ってＣｅｌｌＴｒａｃｋｅｒ　Ｏ
ｒａｎｇｅ　ＣＭＴＭＲ（登録商標）（Ｌｉｆｅ　Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｉｅｓ）で染色さ
れ、室温で１５分にわたって４％パラホルムアルデヒド（Ｅｌｅｃｔｒｏｎ　Ｍｉｃｒｏ
ｓｃｏｐｙ　Ｓｃｉｅｎｃｅｓ，　Ｈａｔｆｉｅｌｄ，　ＰＡ）で固定されたときに、移
動が、第７日までに光学顕微鏡検査を介して監視された。刺激された創傷領域（１４０）
の蛍光顕微鏡検査画像が撮影され、刺激された創傷領域（１４０）内のＬＥＣ（１６）に
よって覆われた平均面積が、ＩｍａｇｅＪソフトウェア（Ｎａｔｉｏｎａｌ　Ｉｎｓｔｉ
ｔｕｔｅｓ　ｏｆ　Ｈｅａｌｔｈ，　Ｂｅｔｈｅｓｄａ，ＭＤ）を使用して計算された。
ｎ＝３つの複製を用いて、３通りに実験が行われた。図７９Ａ－７９によって証明され、
図８０の棒グラフで提示されるように、「＋１ＳＫ１０×５」および「＋１０ＳＫ５０×
５０」サンプルのそれぞれは、ＳＭサンプルと比較して、ＬＥＣ（１６）付着、成長、ま
たは移動（１０７）を有意に増加させた。サンプル「＋１０ＳＫ５０×５０」は、ＳＭサ
ンプルと比較して、６４％、ｐ＝０．０２４（ＡＮＯＶＡ）だけＬＥＣ（１６）の被覆範
囲を増加させた。サンプル「＋１ＳＫ１０×５」は、ＳＭサンプルと比較して、４６２％
だけ被覆範囲を増加させた。
【０１２１】
　（実施例３）ここで、主に図８１Ａ－８１Ｄおよび８２を参照すると、「ＳＭ」、－３
ＳＫ２×２、＋３ＳＫ２×２、および＋７ＳＫ１０×５サンプルを含む、円形可撓性膜（
１９）（直径＝約２０ｍｍ）が、１２ウェルプレートに付着させられ、－３ＳＫ２×２、
＋３ＳＫ２×２、および＋７ＳＫ１０×５サンプルの表面要素の複数のグループ（７８）
の軸Ａ’－Ａ’（１０１）は、細胞付着、成長、または移動（１０７）の方向に対して直
角に整合させられ、細胞接着を促進するように、リン酸緩衝生理食塩水（Ｌｉｆｅ　Ｔｅ
ｃｈｎｏｌｏｇｉｅｓ，Ｃａｒｌｓｂａｄ，ＣＡ）中の１５μｇ／ｍＬフィブロネクチン
（ＢＤ　Ｂｉｏｓｃｉｅｎｃｅｓ，Ｓａｎ　Ｊｏｓｅ，ＣＡ）を用いて一晩処理された。
創傷領域（１４０）を刺激するように、可撓性部材（１９）の中心に沿って配置されたＳ
Ｍ　ＰＤＭＳｅ長方形（３ｍｍ×３２０ｍｍ）を使用して、サンプルへの細胞接着を遮断
することによって、修正擦過傷検定が作成された。ＬＥＣ（１６）（ＡＴＣＣ　ＣＲＬ－
１１４２１、ＡＴＣＣ，Ｍａｎａｓｓａｓ，　ＶＡ）が、約１×１０４個の細胞／ｃｍ２

においてアセンブリ全体にわたって播種され、成長培地（イーグル最小必須培地、ＡＴＣ
Ｃ）、２０％ウシ胎仔血清（Ｌｉｆｅ　ｃｈｎｏｌｏｇｉｅｓ）、５０Ｕ／ｍＬペニシリ
ン／ストレプトマイシン（Ｌｉｆｅ　Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｉｅｓ）、および１ｌｇ／ｍＬ
　Ｆｕｎｇｉｚｏｎｅａｎｔｉｍｙｃｏｔｉｃ（Ｌｉｆｅ　Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｉｅｓ）
の中で維持された。ＬＥＣ（１６）が約７０％合流に達したとき、ＳＭ　ＰＤＭＳｅ長方
形は、刺激された創傷領域（１４０）の空のパターン化（７２）またはＳＭ未パターン化
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領域を横断するＬＥＣ（１６）移動を可能にするように除去された。サンプルが製造業者
の指示に従ってＣｅｌｌＴｒａｃｋｅｒ　Ｏｒａｎｇｅ　ＣＭＴＭＲ（登録商標）（Ｌｉ
ｆｅ　Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｉｅｓ）で染色され、室温で１５分にわたって４％パラホルム
アルデヒド（Ｅｌｅｃｔｒｏｎ　Ｍｉｃｒｏｓｃｏｐｙ　Ｓｃｉｅｎｃｅｓ，Ｈａｔｆｉ
ｅｌｄ，ＰＡ）で固定されたときに、移動が、第７日までに光学顕微鏡検査を介して監視
された。刺激された創傷領域（１４０）の蛍光顕微鏡検査画像が撮影され、刺激された創
傷領域（１４０）内のＬＥＣ（１６）によって覆われた平均面積が、ＩｍａｇｅＪソフト
ウェア（Ｎａｔｉｏｎａｌ　Ｉｎｓｔｉｔｕｔｅｓ　ｏｆ　Ｈｅａｌｔｈ，Ｂｅｔｈｅｓ
ｄａ，ＭＤ）を使用して計算された。ｎ＝３つの複製を用いて、３通りに実験が行われた
。図８１Ａ－８１Ｃによって証明され、図８２の棒グラフで提示されるように、－３ＳＫ
２×２、＋３ＳＫ２×２、および＋７ＳＫ１０×５サンプルのそれぞれは、ＳＭサンプル
と比較して、ＬＥＣ（１６）付着、成長、または移動（１０７）を有意に低減させた。サ
ンプル＋７ＳＫ１０×５は、ＳＭサンプルと比較して、８０％、ｐ＝０．０００１（ＡＮ
ＯＶＡ）だけＬＥＣ（１６）の被覆範囲を縮小した。サンプル－３ＳＫ２×２および＋３
ＳＫ２×２は、ＳＭサンプルと比較して、それぞれ、３２％および６１％だけ被覆範囲を
縮小した。
【０１２２】
　（実施例４）ここで、主に図２２－３０を参照すると、鋳鋼金型が、プロトタイプ眼内
インプラント（１８）生産のために、１０３　ＭｉｃｒｏＳｔｒｕｃｔｕｒｅｓ（Ｗｈｅ
ｅｌｉｎｇ，ＩＬ）によって設計および機械加工された。（図２２－３０の実施例によっ
て示されるような）眼内インプラント（１８）が、ＰＤＭＳｅで複製され、使用に先立っ
て、水中の７０％エタノール（体積／体積）内の浸漬によって滅菌された。眼内インプラ
ント（１８）は、略円形の環状部材（５０）（約９．５ｍｍの外側環状表面（５２）直径
）を伴って設計された。薄い可撓性膜（１９）（約０．１ｍｍの厚さ（２４））が、ＩＯ
Ｌ（１１）の光学レンズ（５８）（５．５ｍｍの直径）の視軸（１５）を提供して、環状
部材（５０）と開口要素（２６）との間の領域に跨架した。環状部材（５０）の内側環状
表面（５１）は、眼内インプラント（１８）内でＩＯＬ（１１）を保定するように、ＩＯ
Ｌ（１１）の触覚部（５７）が係合させられた、約１．２ｍｍの環状内側表面高さ（５６
）を有した。可撓性膜（１９）は、図７７の実施例に示されるように、水晶体嚢（７）の
外周（１２）からのＬＥＣ（１６）移動を阻止するために、後嚢（１３）に対して静置す
るように設計された。可撓性膜（１９）の裏面（２３）は、未パターン化ＳＭ（陰性対照
）またはパターン化＋７ＳＫ１０×５のいずれか一方であった。相互接続された境界（１
０９）は、全ての方向からＬＥＣ（１６）の付着、成長、または移動（１０７）を遮断す
る表面を生成するように、各５００μｍ平方区画（１０８）内のパターン（７２）軸Ａ’
－Ａ’（１０１）の交互直角配向を伴って正方形のパターン化表面積（１１）をそれぞれ
有する、複数の区画（１０８）を画定した。
【０１２３】
　（実施例５）ここで、主に図８３Ａ－８３Ｃおよび８４を参照すると、実施例４の方法
に従って生成された可撓性膜（１９）を伴うか、または伴わないＩＯＬ（１１）が、コラ
ーゲンでコーティングされたトランスウェル挿入物（Ｃｏｒｎｉｎｇ，Ｃｏｒｎｉｎｇ，
ＮＹ）を含有する６ウェルプレートの中へ配置された。各検定が、可撓性膜（１９）を伴
わないＩＯＬ（１１）（ＡＣＲＹＬＳＯＦ　ＩＱ（登録商標）、ＴＯＲＩＣ（登録商標）
、Ａｌｃｏｎ，Ｍｉｎｉｔａｂ，Ｉｎｃ．，Ｆｏｒｔ　Ｗｏｒｔｈ，ＴＸ）、ＳＭ未パタ
ーン化可撓性膜（１９）と組み合わせられたＩＯＬ（１１）、およびパターン化表面要素
（２８）を有する可撓性膜（１９）と組み合わせられたＩＯＬ（１１）を評価した。シリ
コーン環状部材（５０）が、ＩＯＬ（１１）の触覚部（５７）に係合するため、または全
てのＩＯＬ（１１）およびＩＯＬ（１１）／可撓性膜（１９）の組み合わせの周囲の細胞
接着のために利用可能な同一の表面積を確立するためのいずれかで、ウェルの外側の周囲
に配置された。アセンブリ全体は、ＩＯＬ（１１）がコラーゲン可撓性膜（１９）との接
触を維持することを確実にするように、重みを掛けられた（約５ｇ）。ＬＥＣ（１６）が
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、約１　３　１０４個の細胞／ｃｍ２において各ウェルの中へ播種され、成長培地（イー
グル最小必須培地、２０％ウシ胎仔血清、５０Ｕ／ｍＬペニシリン／ストレプトマイシン
、および１ｌｇ／ｍＬ　Ｆｕｎｇｉｚｏｎｅａｎｔｉｍｙｃｏｔｉｃ）の中で維持された
。７日後、ＬＥＣ（１６）が、製造業者の指示に従ってＣｅｌｌＴｒａｃｋｅｒ　Ｏｒａ
ｎｇｅ　ＣＭＴＭＲ（登録商標）（Ｌｉｆｅ　Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｉｅｓ）で染色され、
室温で１５分にわたって４％パラホルムアルデヒド（Ｅｌｅｃｔｒｏｎ　Ｍｉｃｒｏｓｃ
ｏｐｙ　Ｓｃｉｅｎｃｅｓ，Ｈａｔｆｉｅｌｄ，ＰＡ）で固定された。蛍光顕微鏡検査が
、各サンプルの外側および背後の両方でコラーゲン膜に付着した細胞に焦点を合わせるた
めに使用され、各サンプルタイプの画像が撮影され、ＩＯＬ（１１）の背後の平均表面積
被覆範囲が、３回の実験におけるｎ＝３つの複製について、ＩｍａｇｅＪソフトウェアを
使用して計算された。（図８３Ｃの実施例に示されるように）＋７ＳＫ１０×５パターン
で修正された薄膜に直角に交差する外側環状表面（５２）を伴う円形環状部材（５０）を
有する、眼内インプラント（１８）は、（図８３Ａおよび図８４の実施例に示されるよう
な）ＩＯＬ（１１）単独の状態と比較して、（図８４の棒グラフによって提示されるよう
に）コラーゲン膜とＩＯＬ（１１）との間のＬＥＣ（１６）移動を５０％（Ｐ＝０．００
０５、ＡＮＯＶＡ、テューキー検定）だけ低減させた。（図８３Ｂの実施例に示されるよ
うな）薄い平滑膜ＳＭに直角に交差する外側環状表面（５２）とともに円形環状部材（５
０）を伴う眼内インプラント（１８）は、（図８４Ａの実施例に示されるような）ＩＯＬ
（１１）単独の状態と比較して、ＬＥＣ（１６）移動を低減させた。
【０１２４】
　（実施例６）ここで、主に図２２－２５および２６－３０ならびに８５Ａ－８５Ｃおよ
び８６を参照すると、動物実験が、ＩＯＬ（１１）の周囲の二次インプラント（ＳＡ６０
ＡＴ、一体疎水性アクリル、Ａｌｃｏｎ製のＡＣＲＹＳＯＦ（登録商標）ＩＯＬ、全て＋
２０．０Ｄ）として図２２－２５および２６－３０の実施例に示されるような眼内インプ
ラント（１８）と関連付けられる水晶体嚢（７）の安定性ならびに混濁化（前水晶体嚢（
５）の混濁化および後嚢（１３）の混濁化）を評価した。（図２２－２５の実施例に示さ
れるような）パターン化表面要素（２８）を伴わない可撓性膜（１９）を有する眼内イン
プラント（１８）および市販のＩＯＬ（１１）対照と比較した、水晶体嚢（７）混濁化を
予防するための（図２６－３０の実施例に示されるような）パターン化表面要素（２８）
を含む可撓性膜（１９）を有する眼内インプラント（１８）の有効性が、ウサギモデルに
おいて査定された。ＩＯＬ（１１）対照、またはパターン化表面要素（２８）を伴う、も
しくは伴わない眼内インプラント（１８）の埋め込みの４週間後に、ＰＣＯが、１～５の
規模でスコア化された。本研究の結果は、図２２－２５または２６－３０に示されるよう
な眼内インプラント（１８）の存在が、臨床的に有意なＰＣＯを排除したことを証明する
。（図８５Ａ－８５Ｃの実施例に示されるような）細隙灯を介した臨床検査は、ＩＯＬ（
１１）のみを伴う眼（８）と比較して、眼内インプラント（１８）を伴う全ての眼におい
てＰＣＯの有意な低減を実証した（０．６４対２．３３、ｐ＝０．０００４、表１および
図８６）。画像もまた、経過観察Ｎｄ：ＹＡＧレーザ嚢切開術が必要とされるであろうか
どうかに関して、臨床的に有意なＰＣＯについて評価された。控えめな推定値としては、
５個のＩＯＬ単独の眼のうちの５個と、（パターン化および未パターン化にかかわらず）
各眼内インプラント（１８）グループの中の６個の眼のうちの０個とが、経過観察Ｎｄ：
ＹＡＧレーザ嚢切開術を必要としたであろう。総検査結果は、ＩＯＬ（１１）のみを伴う
（眼内インプラント（１８）がない）眼（８）の平均中心ＰＣＯスコアが、２．０８±１
．２８であった一方で、ＩＯＬ（１１）および眼内インプラント（１８）の両方を埋め込
まれた眼が、０．２８±０．３２をスコア化した（ｐ＜０．００００１、スチューデント
Ｔ－検定）という臨床所見を確認した。
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【表１】

【０１２５】
　（実施例７）ここで、主に図３３－３４および図８７を参照すると、可撓性膜（１９）
の裏面（２３）が前嚢（５）と係合させられ、環状部材（５０）の環状頂面（７４）が後
嚢（１３）に係合する、ＩＯＬ（１１）を保定する眼内インプラント（１８）の埋め込み
とともに、実施例４の手順および実施例６に説明される実験方法に従って加工された眼内
インプラント（１８）を用いて、付加的実験が行われた。本研究の結果は、上記で説明さ
れるように埋め込まれた、図２２－２５または３６－３０に示されるような眼内インプラ
ント（１８）の存在が、ＰＣＯを実質的に低減させたことを証明する。ＩＯＬ（１１）の
みを伴う（眼内インプラント（１８）がない）眼（８）の平均中心ＰＣＯスコアが、２．
０８±１．２８であった一方で、瞬間配向でＩＯＬ（１１）および眼内インプラント（１
８）の両方を埋め込まれた眼は、０．４０±０．３２をスコア化した（ｐ＜０．００００
１、スチューデントＴ－検定）。ＰＣＯの低減は、後嚢（１３）の表面と係合させられて
いる環状部材（５０）の頂面（７４）の２つの９０°縁により生じる、「二重角縁」によ
るものであり得る。環状チャネル（６１）を有する、図３３の実施例に示されるような眼
内インプラント（１８）は、類似「二重角縁」を提供するために利用されることができ、
ＰＣＯを低減させることの複合効果のために、複数のパターン化表面要素（２８）と組み
合わせられることができる。
【０１２６】
　前述から容易に理解され得るように、本発明の基本概念は、種々の方法で具現化され得
る。本発明は、特定の実施形態に関して、後嚢（１３）の混濁化を低減させるように、流
体流れ（１０５）、流体流れ中に懸濁される粒子流れ（１０６）、または眼内インプラン
ト（１８）と眼（１）（８）の後嚢（１３）の表面等の眼（１）（８）の局所領域の表面
との間のＬＥＣ（１６）の付着、成長、もしくは移動（１０７）を制御するために使用さ
れることができる、眼内インプラント（１８）の多数の様々な実施形態を伴う。
【０１２７】
　したがって、説明によって開示される、または最良の様態を含む本願に付随する図もし
くは表に示される、本発明の特定の実施形態または要素は、限定的であることを意図しな
いが、本発明によって一般的に包含される多数の様々な実施形態、またはそれらの任意の
特定の要素に関して包含される均等物を例示することを意図する。加えて、本発明の単一
の実施形態または要素の具体的説明は、全ての可能な実施形態または要素を明示的に説明
するわけではない場合があり、多くの代替案が、説明および図によって暗示的に開示され
る。
【０１２８】
　装置の各要素または方法の各ステップは、装置の用語もしくは方法の用語によって説明
され得ることを理解されたい。そのような用語は、本発明が享有できる暗示的に広い範囲
を明示的にすることが所望される場合に、代用されることができる。一実施例のみとして
、方法の全てのステップは、行動、その行動を取るための手段、またはその行動を引き起
こす要素として開示され得ることを理解されたい。同様に、装置の各要素は、物理的要素
またはその物理的要素が促進する行動として開示され得る。一実施例のみとして、「イン
プラント」の開示は、明示的に議論されるかどうかに関わらず、「埋め込む」行為の開示
を包含すると理解されるべきであり、逆に、事実上、「埋め込む」行為の開示があった場
合、そのような開示は、「インプラント」、さらに「埋め込むための手段」の開示を包含
すると理解されるべきである。各要素またはステップのためのそのような代替的用語は、
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【０１２９】
　加えて、使用される各要素に関して、本願でのその利用が、そのような解釈と一貫性が
ない場合を除き、Ｒａｎｄｏｍ　Ｈｏｕｓｅ　Ｗｅｂｓｔｅｒ’ｓ　Ｕｎａｂｒｉｄｇｅ
ｄ　Ｄｉｃｔｉｏｎａｒｙの第２版に含有されるような一般的な辞書の定義が、各用語の
説明に含まれると解釈されるべきであり、各定義が参照することによって本明細書に組み
込まれると理解されたい。
【０１３０】
　したがって、出願者は、少なくとも、ｉ）本明細書に開示および説明される眼内インプ
ラントのそれぞれ、ｉｉ）開示および説明される関連方法、ｉｉｉ）これらのデバイスお
よび方法のそれぞれの類似し、同等であり、さらに暗示的な変形例、ｉｖ）示され、開示
され、または説明される機能のそれぞれを達成する、これらの代替的実施形態、ｖ）開示
および説明される機能を達成することが暗示的であるように示される、機能のそれぞれを
達成する、これらの代替的設計ならびに方法、ｖｉ）別個の独立した発明として示される
、各特徴、構成要素、およびステップ、ｖｉｉ）開示される種々のシステムまたは構成要
素によって増進される用途、ｖｉｉｉ）そのようなシステムまたは構成要素によって生産
される、結果として生じる製品、ｉｘ）添付の実施例のうちのいずれかを参照して、実質
的に本明細書で以前に説明されたような方法および装置、ｘ）開示された前の要素のそれ
ぞれの種々の組み合わせおよび順列を請求すると理解されるべきである。
【０１３１】
本特許出願の背景技術の節は、本発明が関連する技術分野の記述を提供する。本節はまた
、本発明が引き寄せられる技術の状態についての情報、問題、または懸念を関係付けるこ
とに有用なある米国特許、特許出願、公開、または請求された発明の主題の言い換えを組
み込み、もしくは含有し得る。本明細書に引用される、または組み込まれる、いかなる米
国特許、特許出願、公開、記述、もしくは他の情報も、本発明に対する従来技術として承
認されると解釈され、理解され、または見なされることは意図されない。
【０１３２】
　本明細書に記載される請求項は、存在する場合、本発明の本説明の一部として参照する
ことによって本明細書に組み込まれ、出願者は、請求項のうちのいずれかまたは全て、も
しくはそれらの任意の要素または構成要素を支持するために、付加的説明としてそのよう
な請求項のそのような組み込まれた内容の全体または一部を使用する権利を明示的に留保
し、出願者はさらに、本願によって、または任意の後続の出願、もしくはその継続、分割
、または部分的継続出願によって、保護が求められる事柄を定義するため、または特許法
、規則、もしくは任意の国または条約の規定の任意の利益、それらに関連する料金の削減
を取得する、もしくはそれらに準拠するために、必要に応じて、そのような請求項の組み
込まれた内容の任意の一部または全体、もしくはそれらの任意の要素または構成要素を、
説明から請求項の中へ、もしくは逆も同様に移動させる権利を明示的に留保し、参照する
ことによって組み込まれる、そのような内容は、その任意の継続、分割、または部分的継
続出願、もしくはそれに関する任意の再発行または拡張を含む、本願の係属全体の間に存
続するものとする。
【０１３３】
　本明細書に記載される請求項はさらに、存在する場合、本発明の限定された数の好まし
い実施形態の区画および境界を説明することを意図し、請求され得る本発明の最も広い実
施形態または本発明の実施形態の完全なリストとして解釈されるものではない。出願者は
、任意の継続、分割、または部分的継続、もしくは類似出願の一部として、上記に記載さ
れる説明に基づいて、さらなる請求項を作成するいかなる権利も放棄しない。
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